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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】染料および染料先駆物質が毛髪などのケラチン繊維によく付着し、該繊維の長さ
に沿って均一に着色し、処理後に該繊維に光沢を与えるケラチン繊維染色用二成分組成物
の提供。
【解決手段】（A）少なくとも1つの染料先駆物質および/または直接染料；（B）少なくと
も1つの脂肪酸グリセリルエステル；（C）少なくとも1つの下記一般式（I）のカチオン界
面活性剤；および（D）シリカおよび/または炭酸水素アンモニウムの少なくとも1つを含
んで成る第一調製物、並びに少なくとも1つの酸化剤および少なくとも1つのアニオンまた
はカチオン界面活性剤を含んで成る第二調製物から成る、ケラチン繊維染色用二成分組成
物であって、該第一調製物は、アニオン性界面活性剤、双性イオン性界面活性剤および両
性界面活性剤を含有しない、ケラチン繊維染色用二成分組成物。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（A）　少なくとも1つの染料先駆物質および/または直接染料；
　（B）　少なくとも1つの脂肪酸グリセリルエステル；および
　（C）　少なくとも1つの式（I）のカチオン界面活性剤；
【化１】

［式中、
　基R1～R4は、互いに独立して、C1～C4アルキル基またはC10～C30アルキル基であり、基
R1～R4の少なくとも1つ、多くて2つはC12～C30アルキル基である。
　Xは、生理的適合性のアニオンである。］
を含んで成ることを特徴とするケラチン繊維染色用組成物。
【請求項２】
　少なくとも1つの顕色剤またはカプラーが、染料先駆物質として存在することを特徴と
する請求項1に記載の組成物。
【請求項３】
　少なくとも1つのインドール誘導体および/またはインドリン誘導体が、染料先駆物質と
して存在することを特徴とする請求項1または2に記載の組成物。
【請求項４】
　オレイン酸モノグリセリドおよび/またはステアリン酸モノグリセリドを、脂肪酸グリ
セリルエステルとして含んで成ることを特徴とする請求項1～3のいずれかに記載の組成物
。
【請求項５】
　式（I）の化合物を、アルキルトリメチルアンモニウムクロリド、ジアルキルジメチル
アンモニウムクロリド、アルキルトリメチルアンモニウムブロミドおよびジアルキルジメ
チルアンモニウムブロミドから選択することを特徴とする請求項1～4のいずれかに記載の
組成物。
【請求項６】
　式（I）の化合物を、ジカプリンジメチルアンモニウムクロリド、ラウリルトリメチル
アンモニウムクロリド、セチルトリメチルアンモニウムクロリド、ステアリルトリメチル
アンモニウムクロリド、ジステアリルジメチルアンモニウムクロリド、ジセチルジメチル
アンモニウムクロリド、ジラウリルジメチルアンモニウムクロリド、ベヘニルトリメチル
アンモニウムクロリドおよびベヘニルトリメチルアンモニウムメトスルフェートから選択
することを特徴とする請求項1～5のいずれかに記載の組成物。
【請求項７】
　少なくとも1つの完全または部分水素化植物油をさらに含んで成ることを特徴とする請
求項1～6のいずれかに記載の組成物。
【請求項８】
　完全または部分水素化植物油を、大豆油、ヤシ油、ハシバミ油、パーム核油、ヒマワリ
油、亜麻仁油、落花生油、ヒマシ油またはナタネ油から選択することを特徴とする請求項
7に記載の組成物。
【請求項９】
　炭酸水素アンモニウムをさらに含んで成ることを特徴とする請求項1～8のいずれかに記
載の組成物。
【請求項１０】
　組成物の重量に対して、0.1～10wt%、好ましくは0.25～8wt%、特に好ましくは0.5～5wt
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%、特に1～3wt%の炭酸水素アンモニウムを含んで成ることを特徴とする請求項9に記載の
組成物。
【請求項１１】
　シリカをさらに含んで成ることを特徴とする請求項1～10のいずれかに記載の組成物。
【請求項１２】
　組成物の重量に対して、0.05～5wt%、好ましくは0.1～3wt%、特に好ましくは0.15～2wt
%、特に0.2～1wt%のシリカを含んで成ることを特徴とする請求項11に記載の組成物。
【請求項１３】
　請求項1～12のいずれかに記載の第一調製物、および少なくとも1つの酸化剤を含有する
第二調製物を含んで成ることを特徴とするケラチン繊維染色用二成分組成物。
【請求項１４】
　第二調製物が、少なくとも1つのアニオンまたはカチオン界面活性剤を含有することを
特徴とする請求項13に記載の二成分組成物。
【請求項１５】
　請求項1～12のいずれかに記載の組成物を、酸化剤調製物と任意に混合し、適用調製物
を繊維に適用し、接触時間後に、濯ぎ落とすことを特徴とするケラチン繊維の染色方法。
【請求項１６】
　請求項13または14に記載の二成分組成物を混合して、適用組成物を得、これを繊維に適
用し、接触時間後に、濯ぎ落とすことを特徴とするケラチン繊維の染色方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、直接染料および/または染料先駆物質に加えて、少なくとも1つの脂肪酸グリ
セリルエステルおよび少なくとも1つの特定のカチオン界面活性剤を含んで成る、ケラチ
ン繊維用染色組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ヒト毛髪は、現在、毛髪美容調製物を使用して、様々に処理されている。このような処
理は、例えば、シャンプーを使用する毛髪洗浄、リンスおよびトリートメントを使用する
ケアおよび再生、ならびに着色剤、毛染め料、ウェーブ組成物およびスタイリング調製物
を使用する毛髪の脱色、着色および形付けである。これに関して、毛髪の色を変化させる
かニュアンスを与える組成物が、重要な役割を果たしている。
【０００３】
　一時的着色のために、いわゆる直接染料を着色成分として含有する着色剤または毛染め
料が一般に使用される。これらは、毛髪に直接付着し、発色のための酸化過程を必要とし
ない染料分子である。これらの染料は、例えば、体および毛髪を着色するために古くから
知られているヘンナを包含する。このような着色は、一般に酸化着色より、洗髪に対して
かなり感受性があり、これは、多くの場合に望ましくないニュアンスの変化、または目に
見える「脱色」が極めて早く生じることを意味する。
【０００４】
　対応する堅牢性を有する持続性の強い着色のために、いわゆる酸化着色剤が使用される
。そのような着色剤は、酸化染料先駆物質、いわゆる顕色成分およびカプラー成分を一般
に含んで成る。酸化剤または大気中の酸素の影響下で、顕色剤成分が、互いに、または1
つまたはそれ以上のカプラー成分と結合して、実際の染料を形成する。酸化着色剤は、優
れた持続性着色効果を特徴とする。自然に見える着色のために、比較的多数の酸化染料先
駆物質の混合物を一般に使用しなければならない（多くの場合、それに加えて、直接染料
もニュアンスを与えるために使用される）。
【０００５】
　最後に、最近、新しいタイプの染色方法が多くの関心を集めている。この方法において
、天然毛髪染料メラニンの先駆物質を毛髪に適用し、毛髪内での酸化過程で、これらが天
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然類似染料を形成する。5,6-ジヒドロキシインドリンを染料先駆物質として使用するその
ような方法の1つが、欧州特許第５３０２２９号に開示されている。5,6-ジヒドロキシイ
ンドリンを含有する組成物を適用した場合、特に繰り返して適用した場合、白髪の人にお
いて自然な毛髪の色を復元することができる。この場合、大気中の酸素を単一酸化剤とし
て着色が起こり、これはさらなる酸化剤に頼る必要がないことを意味する。元々中程度の
ブロンドないし褐色の毛髪の人のために、インドリンは単一染料先駆物質として使用する
ことができる。これと対照的に、元々赤色、特に濃色ないし黒色の毛髪の人に使用する場
合、さらなる染料成分、特に特定の酸化染料先駆物質との併用によってのみ、満足のゆく
結果が得られることが多い。
【０００６】
　一般に、毛髪着色剤は、水性エマルジョンまたは着色ゲルの形態で配合され、適切であ
れば、それらは適用前に酸化剤調製物と直接混合される。エマルジョン形態の毛髪着色剤
を配合する場合、往々にして配合物の極めて高い塩含有量により、貯蔵安定性に関する問
題が見られることが多い。塩含有量は、より貯蔵安定性の塩の形態で使用されることが多
い染料先駆物質、および調製過程に由来する塩添加剤（特に直接染料の場合）から特に生
じうる。
【０００７】
　繊維のケア状態を向上させるために、変色処理に続いて、繊維を特定の後処理を付すこ
とが慣例化している。この場合、一般にリンス形態で、特定の活性成分、例えば第四アン
モニウム塩または特定のポリマーを使用して、毛髪を処理する。配合に依存して、この処
理は、毛髪の櫛どおり、ホールドおよび豊かさを向上させ、枝毛の数を減少させる。
【０００８】
　最近、特に消費者による直接適用の場合に、一般的な多段階法の費用を減少させるため
に、いわゆる組み合わせ調製物も開発されている。
【０００９】
　一般的な成分に加えて、例えば毛髪着色用の、このような調製物は、以前は毛髪後処理
組成物用であった活性成分をさらに含んで成る。従って、消費者は1つの適用段階を省く
ことができ、それと共に、1つ少ない製品が使用されるので包装経費が削減される。
【００１０】
　着色クリーム剤は高いpHを一般に有し、酸化剤調製物は低いpHを有するから、そのよう
な組み合わせ調製物に使用しうる活性成分は、特にそれらの安定性に関して、高い要求を
満たす必要がある。種々の活性成分の相互の不適合性、およびそれによる低い貯蔵安定性
も避けるべきである。
【００１１】
　独国特許出願公開第１９９１４９２７号、独国特許出願公開第１９９１４９２６号およ
び独国特許出願公開第４４０８５０６号において、そのような活性成分組み合わせを酸化
着色剤に使用することが、既に提案されている。しかし、これらの組成物は、特に、例え
ば日本人の毛髪のようなケアしにくい繊維について、ケア特性に関して所望されることを
解決していない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】欧州特許第５３０２２９号明細書
【特許文献２】独国特許出願公開第１９９１４９２７号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第１９９１４９２６号明細書
【特許文献４】独国特許出願公開第４４０８５０６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　従って、高い塩含有量の配合物の場合でも、優れたケア特性および優れた安定性を有す
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る繊維の変色処理用クリーム基剤が現在も必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　意外にも、色付与成分に加えて、少なくとも1つの脂肪酸グリセリルエステルおよび少
なくとも1つの特定カチオン界面活性剤を含んで成る着色剤が、高い塩含有量にもかかわ
らず極めて安定であり、優れたケア作用も示すことが見出された。
【００１５】
　従って、本発明は、第一に、
　（A）　少なくとも1つの染料先駆物質および/または直接染料；
　（B）　少なくとも1つの脂肪酸グリセリルエステル；および
　（C）　少なくとも1つの式（I）のカチオン界面活性剤；
【００１６】
【化１】

［式中、
　基R1～R4は、互いに独立して、C1～C4アルキル基またはC10～C30アルキル基であり、基
R1～R4の少なくとも1つ、多くて2つはC12～C30アルキル基である。
　Xは、生理的適合性のアニオンである。］
を含んで成るケラチン繊維染色用組成物を提供する。
【００１７】
　標準的な増粘剤の併用は原則的に除外されないが、本発明のクリーム基剤を使用した場
合、この種の化合物を全く使用しなくてもよい。
【００１８】
　さらに、本発明のクリーム基剤は、毛髪における染料（先駆物質）の極めて優れた吸収
を可能にし、長さに沿って極めて均一な色を確実にし、処理後に繊維が光沢を有すること
も見出された。
【００１９】
　本発明によれば、ケラチン繊維は、毛皮、羊毛、羽、特にヒト毛髪であるものと理解さ
れる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の着色剤に使用しうる染料先駆物質に関して、本発明は、どのような種類にも限
定されない。本発明の着色剤は、染料先駆物質として
　・　顕色剤型および/またはカプラー型の酸化染料先駆物質；および
　・　天然類似染料の先駆物質、例えばインドールおよびインドリン誘導体；ならびに
これらの群の物質の混合物を含んで成ることができる。
【００２１】
　本発明の第一の好ましい態様において、本発明の組成物は、顕色剤型および/またはカ
プラー型の少なくとも1つの染料先駆物質を含んで成る。
【００２２】
　使用される顕色剤成分は、一般に、パラまたはオルト位に位置する遊離のまたは置換さ
れたヒドロキシ基またはアミノ基を更に有する第一級芳香族アミン、ジアミノピリジン誘
導体、複素環式ヒドラゾン、4-アミノピラゾール誘導体、および2,4,5,6-テトラアミノピ
リミジンおよびその誘導体である。
【００２３】
　本発明によれば、p-フェニレンジアミン誘導体またはその生理的適合性塩の１つを、顕
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色剤成分として使用するのが好ましい。特に好ましいのは、式（E1）のp-フェニレンジア
ミン誘導体である：
【００２４】
【化２】

［式中、
　－　G1は、水素原子、C1～C4アルキル基、C1～C4モノヒドロキシアルキル基、C2～C4ポ
リヒドロキシアルキル基、（C1～C4）アルコキシ（C1～C4）アルキル基、4’-アミノフェ
ニル基であるか、または窒素含有基、フェニル基もしくは4’-アミノフェニル基によって
置換されたC1～C4アルキル基であり；
　－　G2は、水素原子、C1～C4アルキル基、C1～C4モノヒドロキシアルキル基、C2～C4ポ
リヒドロキシアルキル基、（C1～C4）アルコキシ（C1～C4）アルキル基、または窒素含有
基によって置換されたC1～C4アルキル基であり；
　－　G3は、水素原子、ハロゲン原子、例えば、塩素、臭素、ヨウ素またはフッ素原子、
C1～C4アルキル基、C1～C4モノヒドロキシアルキル基、C2～C4ポリヒドロキシアルキル基
、C1～C4ヒドロキシアルコキシ基、C1～C4アセチルアミノアルコキシ基、C1～C4メシルア
ミノアルコキシ基、またはC1～C4カルバモイルアミノアルコキシ基であり；
　－　G４は、水素原子、ハロゲン原子またはC1～C4アルキル基であるか；または
　－　G3およびG4が互いにオルト位にある場合、それらは一緒になって架橋α,ω-アルキ
レンジオキソ基、例えばエチレンジオキシ基を形成しうる。］。
【００２５】
　本発明の化合物における置換基として指定されるC1～C4アルキル基の例は、メチル、エ
チル、プロピル、イソプロピルおよびブチル基である。エチルおよびメチルが好ましいア
ルキル基である。本発明に好ましいC1～C4アルコキシ基は、例えば、メトキシまたはエト
キシ基である。さらに、指定しうるC1～C4ヒドロキシアルキル基の好ましい例は、ヒドロ
キシメチル基、2-ヒドロキシエチル基、3-ヒドロキシプロピル基または4-ヒドロキシブチ
ル基である。2-ヒドロキシエチル基が特に好ましい。特に好ましいC2～C4ポリヒドロキシ
アルキル基、1,2-ジヒドロキシエチル基である。本発明によれば、ハロゲン原子の例は、
F、ClまたはBr原子であり、Cl原子が特に好ましい。本発明によれば、使用される他の用
語は、ここに示す定義から派生される。式（E1）の窒素含有基の例は、特に、アミノ基、
C1～C4モノアルキルアミノ基、C1～C4ジアルキルアミノ基、C1～C4トリアルキルアンモニ
ウム基、C1～C4モノヒドロキシアルキルアミノ基、イミダゾリニウムおよびアンモニウム
である。
【００２６】
　式（E1）の特に好ましいp-フェニレンジアミンは、下記の化合物から選択される：p-フ
ェニレンジアミン、p-トルイレンジアミン、2-クロロ-p-フェニレンジアミン、2,3-ジメ
チル-p-フェニレンジアミン、2,6-ジメチル-p-フェニレンジアミン、2,6-ジエチル-p-フ
ェニレンジアミン、2,5-ジメチル-p-フェニレンジアミン、N,N-ジメチル-p-フェニレンジ
アミン、N,N-ジエチル-p-フェニレンジアミン、N,N-ジプロピル-p-フェニレンジアミン、
4-アミノ-3-メチル-（N,N-ジエチル）アニリン、N,N-ビス（β-ヒドロキシエチル）-p-フ
ェニレンジアミン、4-N,N-ビス（β-ヒドロキシエチル）アミノ-2-メチルアニリン、4-N,
N-ビス（β-ヒドロキシエチル）アミノ-2-クロロアニリン、2-（β-ヒドロキシエチル）-
p-フェニレンジアミン、2-（α,β-ジヒドロキシエチル）-p-フェニレンジアミン、2-フ
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ルオロ-p-フェニレンジアミン、2-イソプロピル-p-フェニレンジアミン、N-（β-ヒドロ
キシプロピル）-p-フェニレンジアミン、2-ヒドロキシメチル-p-フェニレンジアミン、N,
N-ジメチル-3-メチル-p-フェニレンジアミン、N,N-（エチル-β-ヒドロキシエチル）-p-
フェニレンジアミン、N-（β,γ-ジヒドロキシプロピル）-p-フェニレンジアミン、N-（4
’-アミノフェニル）-p-フェニレンジアミン、N-フェニル-p-フェニレンジアミン、2-（
β-ヒドロキシエチルオキシ）-p-フェニレンジアミン、2-（β-アセチルアミノエチルオ
キシ）-p-フェニレンジアミン、N-（β-メトキシエチル）-p-フェニレンジアミン、5,8-
ジアミノベンゾ-1,4-ジオキサンおよびそれらの生理的適合性塩。
【００２７】
　本発明によれば、特に好ましい式（E1）のp-フェニレンジアミン誘導体は、p-フェニレ
ンジアミン、p-トルイレンジアミン、2-（β-ヒドロキシエチル）-p-フェニレンジアミン
、2-（α,β-ジヒドロキシエチル）-p-フェニレンジアミンおよびN,N-ビス（β-ヒドロキ
シエチル）-p-フェニレンジアミンである。
【００２８】
　本発明によれば、アミノ基および/またはヒドロキシル基によって置換された少なくと
も2個の芳香核を有する化合物を、顕色剤成分として使用するのも好ましい。
【００２９】
　本発明の着色組成物に使用しうる二核顕色剤の中で特に挙げられるのは、下記の式（E2
）で示される化合物、およびその生理的適合性塩である：
【００３０】
【化３】

［式中、
　－　Z1およびZ2は、互いに独立して、ヒドロキシル基またはNH2基であって、C1～C4ア
ルキル基、C1～C4ヒドロキシアルキル基および/または架橋Yによって任意に置換されてい
てよく、任意に、架橋環系の一部であってよく；
　－　架橋Yは、炭素原子1～14個を有するアルキレン基、例えば、直鎖または分岐鎖アル
キレン基またはアルキレン環であって、1個またはそれ以上の窒素含有基および/または1
個またはそれ以上のヘテロ原子、例えば、酸素、硫黄または窒素原子により中断されるか
、または末端化されてもよく、かつ、1個またはそれ以上のヒドロキシル基またはC1～C8
アルコキシ基によって置換されている場合もある、またはYは直接結合であり；
　－　G5およびG6は、互いに独立して、水素またはハロゲン原子、C1～C4アルキル基、C1
～C4モノヒドロキシアルキル基、C2～C4ポリヒドロキシアルキル基、C1～C4アミノアルキ
ル基、または架橋Yへの直接結合であり；
　－　G7、G8、G9、G10、G11およびG12は、互いに独立して、水素原子、架橋Yへの直接結
合、またはC1～C4アルキル基であり；
　但し、
　－　式（E2）の化合物は、1分子につき唯1つの架橋Yを有するものとし；かつ
　－　式（E2）の化合物は、少なくとも１個の水素原子を有する少なくとも1個のアミノ
基を有するものとする。］。
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【００３１】
　本発明によれば、式（E2）に使用される置換基は、前記と同様に定義される。
【００３２】
　好ましい式（E2）の二核顕色剤成分は、特に下記の化合物である：　N,N’-ビス（β-
ヒドロキシエチル）-N,N’-ビス（4’-アミノフェニル）-1,3-ジアミノプロパン-2-オー
ル、N,N’-ビス（β-ヒドロキシエチル）-N,N’-ビス（4’-アミノフェニル）エチレンジ
アミン、N,N’-ビス（4-アミノフェニル）テトラメチレンジアミン、N,N’-ビス（β-ヒ
ドロキシエチル）-N,N’-ビス（4-アミノフェニル）テトラメチレンジアミン、N,N’-ビ
ス（4-メチルアミノフェニル）テトラメチレンジアミン、N,N’-ジエチル-N,N’-ビス（4
’-アミノ-3’-メチルフェニル）エチレンジアミン、ビス（2-ヒドロキシ-5-アミノフェ
ニル）メタン、1,3-ビス（2,5-ジアミノフェノキシ）プロパン-2-オール、N,N’-ビス（4
’-アミノフェニル）-1,4-ジアザシクロヘプタン、N,N’-ビス（2-ヒドロキシ-5-アミノ
ベンジル）ピペラジン、N-（4’-アミノフェニル）-p-フェニレンジアミンおよび1,10-ビ
ス（2’,5’-ジアミノフェニル）-1,4,7,10-テトラオキサデカン、ならびにそれらの生理
的適合性塩。
【００３３】
　特に好ましい式（E2）の二核顕色剤成分は、N,N’-ビス（β-ヒドロキシエチル）-N,N
’-ビス（4’-アミノフェニル）-1,3-ジアミノプロパン-2-オール、ビス（2-ヒドロキシ-
5-アミノフェニル）メタン、1,3-ビス（2,5-ジアミノフェノキシ）プロパン-2-オール、N
,N’-ビス（4’-アミノフェニル）-1,4-ジアザシクロヘプタン、および1,10-ビス（2’,5
’-ジアミノフェニル）-1,4,7,10-テトラオキサデカン、またはそれらの生理的適合性塩
の1つ。
【００３４】
　さらに、本発明によれば、p-アミノフェノール誘導体またはその生理的適合性塩の1つ
を、顕色剤成分として使用するのも好ましい。特に好ましいのは、式（E3）のp-アミノフ
ェノール誘導体である：
【００３５】
【化４】

［式中、
　－　G13は、水素原子、ハロゲン原子、C1～C4アルキル基、C1～C4モノヒドロキシアル
キル基、C2～C4ポリヒドロキシアルキル基、（C1～C4）アルコキシ（C1～C4）アルキル基
、C1～C4アミノアルキル基、ヒドロキシ（C1～C4）アルキルアミノ基、C1～C4ヒドロキシ
アルコキシ基、C1～C4ヒドロキシアルキル（C1～C4）アミノアルキル基、または（ジ- C1
～C4アルキルアミノ）（C1～C4）アルキル基であり；
　－　G14は、水素またはハロゲン原子、C1～C4アルキル基、C1～C4モノヒドロキシアル
キル基、C2～C4ポリヒドロキシアルキル基、（C1～C4）アルコキシ（C1～C4）アルキル基
、C1～C4アミノアルキル基、またはC1～C4シアノアルキル基であり；
　－　G15は、水素、C1～C4アルキル基、C1～C4モノヒドロキシアルキル基、C2～C4ポリ
ヒドロキシアルキル基、フェニル基またはベンジル基であり；
　－　G16は、水素またはハロゲン原子である。］。
【００３６】
　本発明によれば、式（E3）に使用される置換基は、前記と同様に定義される。
【００３７】
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　好ましい式（E3）のp-アミノフェノールは、特に下記の化合物である：　p-アミノフェ
ノール、N-メチル-p-アミノフェノール、4-アミノ-3-メチルフェノール、4-アミノ-3-フ
ルオロフェノール、2-ヒドロキシメチルアミノ-4-アミノフェノール、4-アミノ-3-ヒドロ
キシメチルフェノール、4-アミノ-2-（β-ヒドロキシエトキシ）フェノール、4-アミノ-2
-メチルフェノール、4-アミノ-2-ヒドロキシメチルフェノール、4-アミノ-2-メトキシメ
チルフェノール、4-アミノ-2-アミノメチルフェノール、4-アミノ-2-（β-ヒドロキシエ
チルアミノメチル）フェノール、4-アミノ-2-（α,β-ジヒドロキシエチル）フェノール
、4-アミノ-2-フルオロフェノール、4-アミノ-2-クロロフェノール、4-アミノ-2,6-ジク
ロロフェノール、4-アミノ-2-（ジエチルアミノメチル）フェノールおよびそれらの生理
的適合性塩。
【００３８】
　特に好ましい式（E3）の化合物は、p-アミノフェノール、4-アミノ-3-メチルフェノー
ル、4-アミノ-2-アミノメチルフェノール、4-アミノ-2-（α,β-ジヒドロキシエチル）フ
ェノール、および4-アミノ-2-（ジエチルアミノメチル）フェノールである。
【００３９】
　さらに、顕色剤成分は、o-アミノフェノールおよびその誘導体、例えば、2-アミノ-4-
メチルフェノール、2-アミノ-5-メチルフェノールまたは2-アミノ-4-クロロフェノールか
ら選択することもできる。
【００４０】
　さらに、顕色剤成分は、複素環式顕色剤成分、例えば、ピリジン、ピリミジン、ピラゾ
ール、ピラゾール-ピリミジン誘導体、およびそれらの生理的適合性塩から選択すること
もできる。
【００４１】
　好ましいピリジン誘導体は、特に、GB 1026978およびGB 1153196に開示されている化合
物、例えば、2,5-ジアミノピリジン、2-（4’-メトキシフェニル）アミノ-3-アミノピリ
ジン、2,3-ジアミノ-6-メトキシピリジン、2-（β-メトキシエチル）アミノ-3-アミノ-6-
メトキシピリジンおよび3,4-ジアミノピリジンから選択される。
【００４２】
　好ましいピリミジン誘導体は、特に、ドイツ特許DE 2359399、日本公開公報JP 0201957
6 A2または国際公開公報WO 96/15765に開示されている化合物、例えば、2,4,5,6-テトラ
アミノピリミジン、4-ヒドロキシ-2,5,6-トリアミノピリミジン、2-ヒドロキシ-4,5,6-ト
リアミノピリミジン、2-ジメチルアミノ-4,5,6-トリアミノピリミジン、2,4-ジヒドロキ
シ-5,6-ジアミノピリミジンおよび2,5,6-トリアミノピリミジンである。
【００４３】
　好ましいピラゾール誘導体は、特に、特許DE 3843892、DE 4133957、ならびに特許出願
WO 94/08969、WO 94/08970、EP-740931およびDE 19543988に開示されている化合物、例え
ば、下記の化合物である：4,5-ジアミノ-1-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-（β-ヒ
ドロキシエチル）ピラゾール、3,4-ジアミノピラゾール、4,5-ジアミノ-1-（4’-クロロ
ベンジル）ピラゾール、4,5-ジアミノ-1,3-ジメチルピラゾール、4,5-ジアミノ-3-メチル
-1-フェニルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-メチル-3-フェニルピラゾール、4-アミノ-1,3-
ジメチル-5-ヒドラジノピラゾール、1-ベンジル-4,5-ジアミノ-3-メチルピラゾール、4,5
-ジアミノ-3-tert-ブチル-1-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-tert-ブチル-3-メチル
ピラゾール、4,5-ジアミノ-1-（β-ヒドロキシエチル）-3-メチルピラゾール、4,5-ジア
ミノ-1-エチル-3-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-1-エチル-3-（4’-メトキシフェニル
）ピラゾール、4,5-ジアミノ-1-エチル-3-ヒドロキシメチルピラゾール、4,5-ジアミノ-3
-ヒドロキシメチル-1-メチルピラゾール、4,5-ジアミノ-3-ヒドロキシメチル-1-イソプロ
ピルピラゾール、4,5-ジアミノ-3-メチル-1-イソプロピルピラゾール、4-アミノ-5-（β-
アミノエチル）アミノ-1,3-ジメチルピラゾール、3,4,5-トリアミノピラゾール、1-メチ
ル-3,4,5-トリアミノピラゾール、3,5-ジアミノ-1-メチル-4-メチルアミノピラゾールお
よび3,5-ジアミノ-4-（β-ヒドロキシエチル）アミノ-1-メチルピラゾール。
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　好ましいピラゾールピリミジン誘導体は、特に、下記の式（E4）のピラゾール[1,5-a]
ピリミジンの誘導体、および、互変異性平衡が存在する場合に、その互変異性型である：
【００４５】
【化５】

［式中、
　－　G17、G18、G19およびG20は、互いに独立して、水素原子、C1～C4アルキル基、アリ
ール基、C1～C4ヒドロキシアルキル基、C2～C4ポリヒドロキシアルキル基、（C1～C4）ア
ルコキシ（C1～C4）アルキル基、C1～C4アミノアルキル基（アセチルウレイドまたはスル
ホニル基によって任意に保護されていてよい）、（C1～C4）アルキルアミノ（C1～C4）ア
ルキル基、ジ[（C1～C4）-アルキル]（C1～C4）アミノアルキル基（該ジアルキル基は、5
または6個の鎖員と共に炭素環または複素環を任意に形成してよい）、C1～C4-ヒドロキシ
アルキルまたはジ（C1～C4）[ヒドロキシアルキル]（C1～C4）アミノアルキル基であり；
　－　基Xは、互いに独立して、水素原子、C1～C4アルキル基、アリール基、C1～C4ヒド
ロキシアルキル基、C2～C4ポリヒドロキシアルキル基、C1～C4アミノアルキル基、（C1～
C4）アルキルアミノ（C1～C4）アルキル基、ジ[（C1～C4）-アルキル]（C1～C4）アミノ
アルキル基（該ジアルキル基は、5または6個の鎖員と共に炭素環または複素環を任意に形
成してよい）、C1～C4ヒドロキシアルキルまたはジ（C1～C4ヒドロキシアルキル）アミノ
アルキル基、アミノ基、C1～C4アルキルまたはジ（C1～C4ヒドロキシアルキル）アミノ基
、ハロゲン原子、カルボン酸基またはスルホン酸基であり；
　－　iは、0、1、2または3の数値であり；
　－　pは、0または1の数値であり；
　－　qは、0または1の数値であり；
　－　nは、0または1の数値であり；
但し、
　－　p+qの合計は0でないものとし；
　－　p+qが2の場合、nは0の数値であり、基NG17G18およびNG19G20は、（2,3）、（5,6）
、（6,7）、（3,5）または（3,7）の位置にあるものとし；
　－　p+qが1の場合、nは1の数値であり、基NG17G18（またはNG19G20）およびOH基は、（
2,3）、（5,6）、（6,7）、（3,5）または（3,7）の位置にあるものとする。］。
【００４６】
　本発明によれば、式（E4）に使用される置換基は前記と同様に定義される。
【００４７】
　前記の式（E4）のピラゾール[1,5-a]ピリミジンが、環系の2、5または7位の1つにヒド
ロキシル基を有する場合、例えば下記の式で示されるような互変異性平衡が存在する：
【００４８】
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【化６】

【００４９】
　前記の式（E4）のピラゾール[1,5-a]ピリミジンの中で、特に下記の化合物が挙げられ
る：
　－　ピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン；
　－　2,5-ジメチルピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン；
　－　ピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,5-ジアミン；
　－　2,7-ジメチルピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,5-ジアミン；
　－　3-アミノピラゾール[1,5-a]ピリミジン-7-オール；
　－　3-アミノピラゾール[1,5-a]ピリミジン-5-オール；
　－　2-（3-アミノピラゾール[1,5-a]ピリミジン-7-イルアミノ）エタノール；
　－　2-（7-アミノピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3-イルアミノ）エタノール；
　－　2-[（3-アミノピラゾール[1,5-a]ピリミジン-7-イル）（2-ヒドロキシエチル）ア
ミノ]エタノール；
　－　2-[（7-アミノピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3-イル）（2-ヒドロキシエチル）ア
ミノ]エタノール；
　－　5,6-ジメチルピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン；
　－　2,6-ジメチルピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン；
　－　2,5,N7,N7-テトラメチルピラゾール[1,5-a]ピリミジン-3,7-ジアミン；
ならびにそれらの生理的適合性塩、および互変異性平衡が存在する場合にそれらの互変異
性型。
【００５０】
　文献に記載されているように、前記の式（E4）のピラゾール[1,5-a]ピリミジンは、ア
ミノピラゾールまたはヒドラジンから開始する環化によって製造することができる。
【００５１】
　他の好ましい態様において、本発明の着色剤は、少なくとも１つのカプラー成分を含ん
で成る。
【００５２】
　使用されるカプラー成分は、一般に、m-フェニレンジアミン誘導体、ナフトール、レゾ
ルシノールおよびレゾルシノール誘導体、ピラゾロンおよびm-アミノフェノール誘導体で
ある。好適なカプラー物質は、特に下記の物質である：1-ナフトール、1,5-、2,7-および
1,7-ジヒドロキシナフタレン、5-アミノ-2-メチルフェノール、m-アミノフェノール、レ
ゾルシノール、レゾルシノールモノメチルエーテル、m-フェニレンジアミン、1-フェニル
-3-メチルピラゾロン-5、2,4-ジクロロ-3-アミノフェノール、1,3-ビス（2’,4’-ジアミ
ノフェノキシ）プロパン、2-クロロレゾルシノール、4-クロロレゾルシノール、2-クロロ
-6-メチル-3-アミノフェノール、2-アミノ-3-ヒドロキシピリジン、2-メチルレゾルシノ
ール、5-メチルレゾルシノールおよび2-メチル-4-クロロ-5-アミノフェノール。
【００５３】
　本発明に好ましいカプラー成分は、下記の物質である：
　－　m-アミノフェノールおよびその誘導体、例えば、5-アミノ-2-メチルフェノール、N
-シクロペンチル-3-アミノフェノール、3-アミノ-2-クロロ-6-メチルフェノール、2-ヒド
ロキシ-4-アミノフェノキシエタノール、2,6-ジメチル-3-アミノフェノール、3-トリフル
オロアセチルアミノ-2-クロロ-6-メチルフェノール、5-アミノ-4-クロロ-2-メチルフェノ
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ール、5-アミノ-4-メトキシ-2-メチルフェノール、5-（2’-ヒドロキシエチル）アミノ-2
-メチルフェノール、3-（ジエチルアミノ）フェノール、N-シクロペンチル-3-アミノフェ
ノール、1,3-ジヒドロキシ-5-（メチルアミノ）ベンゼン、3-エチルアミノ-4-メチルフェ
ノールおよび2,4-ジクロロ-3-アミノフェノール；
　－　o-アミノフェノールおよびその誘導体；
　－　m-ジアミノベンゼンおよびその誘導体、例えば、2,4-ジアミノフェノキシエタノー
ル、1,3-ビス（2’,4’-ジアミノフェノキシ）プロパン、1-メトキシ-2-アミノ-4-（2’-
ヒドロキシエチルアミノ）ベンゼン、1,3-ビス（2’,4’-ジアミノフェニル）プロパン、
2,6-ビス（2’-ヒドロキシエチルアミノ）-1-メチルベンゼンおよび1-アミノ-3-ビス（2
’-ヒドロキシエチル）アミノベンゼン）；
　－　o-ジアミノベンゼンおよびその誘導体、例えば、3,4-ジアミノ安息香酸、および2,
3-ジアミノ-1-メチルベンゼン；
　－　ジ-またはトリヒドロキシベンゼン誘導体、例えば、レゾルシノール、レゾルシノ
ールモノメチルエーテル、2-メチルレゾルシノール、5-メチルレゾルシノール、2,5-ジメ
チルレゾルシノール、2-クロロレゾルシノール、4-クロロレゾルシノール、ピロガロール
および1,2,4-トリヒドロキシベンゼン；
　－　ピリジン誘導体、例えば、2,6-ジヒドロキシピリジン、2-アミノ-3-ヒドロキシピ
リジン、2-アミノ-5-クロロ-3-ヒドロキシピリジン、3-アミノ-2-メチルアミノ-6-メトキ
シピリジン、2,6-ジヒドロキシ-3,4-ジメチルピリジン、2,6-ジヒドロキシ-4-メチルピリ
ジン、2,6-ジアミノピリジン、2,3-ジアミノ-6-メトキシピリジンおよび3,5-ジアミノ-2,
6-ジメトキシピリジン；
　－　ナフタレン誘導体、例えば、1-ナフトール、2-メチル-1-ナフトール、2-ヒドロキ
シメチル-1-ナフトール、2-ヒドロキシエチル-1-ナフトール、1,5-ジヒドロキシナフタレ
ン、1,6-ジヒドロキシナフタレン、1,7-ジヒドロキシナフタレン、1,8-ジヒドロキシナフ
タレン、2,7-ジヒドロキシナフタレンおよび2,3-ジヒドロキシナフタレン；
　－　モルホリン誘導体、例えば、6-ヒドロキシベンゾモルホリンおよび6-アミノベンゾ
モルホリン；
　－　キノキサリン誘導体、例えば、6-メチル-1,2,3,4-テトラヒドロキノキサリン；
　－　ピラゾール誘導体、例えば、1-フェニル-3-メチルピラゾル-5-オン；
　－　インドール誘導体、例えば、4-ヒドロキシインドール、6-ヒドロキシインドールお
よび7-ヒドロキシインドール；
　－　ピリミジン誘導体、例えば、4,6-ジアミノピリミジン、4-アミノ-2,6-ジヒドロキ
シピリミジン、2,4-ジアミノ-6-ヒドロキシピリミジン、2,4,6-トリヒドロキシピリミジ
ン、2-アミノ-4-メチルピリミジン、2-アミノ-4-ヒドロキシ-6-メチルピリミジンおよび4
,6-ジヒドロキシ-2-メチルピリミジン；または
　－　メチレンジオキシベンゼン誘導体、例えば、1-ヒドロキシ-3,4-メチレンジオキシ
ベンゼン、1-アミノ-3,4-メチレンジオキシベンゼンおよび1-（2’-ヒドロキシエチル）
アミノ-3,4-メチレンジオキシベンゼン。
【００５４】
　本発明に特に好ましいカプラー成分は、1-ナフトール、1,5-、2,7-および1,7-ジヒドロ
キシナフタレン、3-アミノフェノール、5-アミノ-2-メチルフェノール、2-アミノ-3-ヒド
ロキシピリジン、レゾルシノール、4-クロロレゾルシノール、2-クロロ-6-メチル-3-アミ
ノフェノール、2-メチルレゾルシノール、5-メチルレゾルシノール、2,5-ジメチルレゾル
シノールおよび2,6-ジヒドロキシ-3,4-ジメチルピリジン。
【００５５】
　本発明の着色剤は、顕色剤成分およびカプラー成分を、全酸化着色剤に基づいて、それ
ぞれ0.005～20wt%、好ましくは0.1～5wt%の量で含んで成るのが好ましい。この場合、顕
色剤成分およびカプラー成分は、互いにほぼモル量で一般に使用される。モル使用は好都
合であることが分かっているが、個々の酸化染料先駆物質の特定の過剰は不都合ではなく
、これは、顕色剤成分およびカプラー成分が、モル比1：0.5～1：3、特に1：1～1：2で存
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【００５６】
　本発明の他の態様において、着色剤は、天然類似染料の少なくとも1つの先駆物質を、
染料先駆物質（DP）として含有する。使用される天然類似染料の先駆物質は、少なくとも
1個のヒドロキシまたはアミノ基を、好ましくは6員環上の置換基として有するインドール
およびインドリンであるのが好ましい。これらの基は、例えばヒドロキシ基のエーテル化
もしくはエステル化またはアミノ基のアルキル化の形態の、さらなる置換基を有すること
ができる。第二の好ましい態様において、着色剤は、少なくとも1つのインドールおよび/
またはインドリン誘導体を含有する。
【００５７】
　天然類似毛髪染料の先駆物質として特に適しているのは、式（IIa）の5,6-ジヒドロキ
シインドリンの誘導体、
【００５８】
【化７】

［式中、互いに独立して、
　R1は、水素、C1～C4アルキル基またはC1～C4ヒドロキシアルキル基であり；
　R2は、水素または-COOH基であり、該-COOH基は、生理的適合性カチオンとの塩として存
在することもでき；
　R3は、水素またはC1～C4アルキル基であり；
　R4は、水素、C1～C4アルキル基または-CO-R6基であり、ここでR6はC1～C4アルキル基で
あり；
　R5は、R4について示した基の1つである。］
ならびにそれらの化合物と有機または無機酸との生理的適合性塩である。
【００５９】
　特に好ましいインドリン誘導体は、5,6-ジヒドロキシインドリン、N-メチル-5,6-ジヒ
ドロキシインドリン、N-エチル-5,6-ジヒドロキシインドリン、N-プロピル-5,6-ジヒドロ
キシインドリン、N-ブチル-5,6-ジヒドロキシインドリン、5,6-ジヒドロキシインドリン-
2-カルボン酸および6-ヒドロキシインドリン、6-アミノインドリンおよび4-アミノインド
リンである。
【００６０】
　この群の中で、特に重要なのは、N-メチル-5,6-ジヒドロキシインドリン、N-エチル-5,
6-ジヒドロキシインドリン、N-プロピル-5,6-ジヒドロキシインドリン、N-ブチル-5,6-ジ
ヒドロキシインドリン、特に5,6-ジヒドロキシインドリンである。
【００６１】
　特に好適な天然類似毛髪染料先駆物質は、式（IIb）の5,6-ジヒドロキシインドール誘
導体：
【００６２】
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【化８】

［式中、互いに独立して、
　R1は、水素、C1～C4アルキル基またはC1～C4ヒドロキシアルキル基であり；
　R2は、水素または-COOH基であり、該-COOH基は、生理的適合性カチオンとの塩として存
在することもでき；
　R3は、水素またはC1～C4アルキル基であり；
　R4は、水素、C1～C4アルキル基または-CO-R6基であり、ここでR6はC1～C4アルキル基で
あり；
　R5は、R4について示した基の1つである。］
ならびに、それらの化合物と有機または無機酸との生理的適合性塩である。
【００６３】
　特に好ましいインドール誘導体は、5,6-ジヒドロキシインドール、N-メチル-5,6-ジヒ
ドロキシインドール、N-エチル-5,6-ジヒドロキシインドール、N-プロピル-5,6-ジヒドロ
キシインドール、N-ブチル-5,6-ジヒドロキシインドール、5,6-ジヒドロキシインドール-
2-カルボン酸、6-ヒドロキシインドール、6-アミノインドールおよび4-アミノインドール
である。
【００６４】
　この群の中で特に重要なのは、N-メチル-5,6-ジヒドロキシインドール、N-エチル-5,6-
ジヒドロキシインドール、N-プロピル-5,6-ジヒドロキシインドール、N-ブチル-5,6-ジヒ
ドロキシインドール、特に5,6-ジヒドロキシインドールである。
【００６５】
　インドリンおよびインドール誘導体は、本発明の着色剤において、遊離塩基としてか、
または無機もしくは有機酸とそれらとの生理的適合性塩、例えば塩酸塩、硫酸塩および臭
化水素酸塩の形態で使用しうる。インドールまたはインドリン誘導体は、本発明の着色剤
中に、0.05～10wt%、好ましくは0.2～5wt%の量で存在するのが有効である。
【００６６】
　他の態様において、本発明により、インドリンまたはインドール誘導体を少なくとも1
つのアミノ酸またはオリゴペプチドと組み合わせて、着色剤において使用することが好ま
しい場合もある。アミノ酸は、好都合にはα-アミノ酸であり、特に好ましいα-アミノ酸
は、アルギニン、オルニチン、リシン、セリンおよびヒスチジン、特にアルギニンである
。
【００６７】
　本発明のクリーム基剤は、直接染料に基づく着色剤に特に好適であることも分かった。
従って、本発明の他の好ましい態様において、本発明の着色剤は、本発明の染料先駆物質
に加えてまたは代えて、1つまたはそれ以上の直接染料を含んで成ることができる。直接
染料は、一般に、ニトロフェニレンジアミン、ニトロアミノフェノール、アゾ染料、アン
トラキノンまたはインドフェノールである。好ましい直接染料は、下記の国際名または商
品名で既知の化合物である：HC Yellow 2、HC Yellow 4、HC Yellow 5、HC Yellow 6、HC
 Yellow 12、Acid Yellow 1、Acid Yellow 10、Acid Yellow 23、Acid Yellow 36、HC Or
ange 1、Disperse Orange 3、Acid Orange 7、HC Red 1、HC Red 3、HC Red 10、HC Red 
11、HC Red 13、Acid Red 33、Acid Red 52、HC Red BN、Pigment Red 57:1、HC Blue 2
、HC Blue 12、Disperse Blue 3、Acid Blue 7、Acid Green 50、HC Violet 1、Disperse
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よびAcid Black 52、および1,4-ジアミノ-2-ニトロベンゼン、2-アミノ-4-ニトロフェノ
ール、1,4-ビス（β-ヒドロキシエチル）アミノ-2-ニトロベンゼン、3-ニトロ-4-（β-ヒ
ドロキシエチル）アミノフェノール、2-（2’-ヒドロキシエチル）アミノ-4,6-ジニトロ
フェノール、1-（2’-ヒドロキシエチル）アミノ-4-メチル-2-ニトロベンゼン、1-アミノ
-4-（2’-ヒドロキシエチル）アミノ-5-クロロ-2-ニトロベンゼン、4-アミノ-3-ニトロフ
ェノール、1-（2’-ウレイドエチル）アミノ-4-ニトロベンゼン、4-アミノ-2-ニトロジフ
ェニルアミン-2’-カルボン酸、6-ニトロ-1,2,3,4-テトラヒドロキノキサリン、2-ヒドロ
キシ-1,4-ナフトキノン、ピクラミン酸およびその塩、2-アミノ-6-クロロ-4-ニトロフェ
ノール、4-エチルアミノ-3-ニトロ安息香酸および2-クロロ-6-エチルアミノ-1-ヒドロキ
シ-4-ニトロベンゼン。
【００６８】
　本発明の組成物は、カチオン直接染料を含んで成ることもできる。特に好ましいのは、
下記のカチオン染料である：
　（a）　カチオントリフェニルメタン染料、例えば、Basic Blue 7、Basic Blue 26、Ba
sic Violet 2およびBasic Violet 14；
　（b）　第四級窒素原子によって置換された芳香族系、例えば、Basic Yellow 57、Basi
c Red 76、Basic Blue 99、Basic Brown 16およびBasic Brown 17；および
　（c）　例えばEP-A2-998908（参照により本明細書に明示的に組み入れられる）の請求
項6～11に特定されているような、少なくとも1個の第四級窒素原子を含有する複素環を有
する直接染料。
【００６９】
　（c）群の好ましいカチオン直接染料は、特に下記の化合物である：
【００７０】
【化９】

【００７１】
【化１０】

【００７２】
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【００７３】
【化１２】

【００７４】
【化１３】

【００７５】
【化１４】

【００７６】
【化１５】

【００７７】
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【化１６】

【００７８】
【化１７】

【００７９】
　Basic Yellow 87、Basic Orange 31およびBasic Red 51の名称でも既知の式（DZ1）（D
Z3）および（DZ5）の化合物は、（C）群の特に好ましいカチオン直接染料である。
　商品名Arianor（登録商標）で市販されているカチオン直接染料も、特に好ましい本発
明のカチオン直接染料である。
【００８０】
　この態様によれば、本発明の組成物は、直接染料を、全着色剤に対して0.01～20wt%の
量で含有するのが好ましい。
【００８１】
　さらに、本発明の調製物は、例えば、ヘンナレッド、ヘンナナチュラル、ヘンナブラッ
ク、カミツレの花、ビャクダン、紅茶、セイヨウイソノキの樹皮、セージ、ロッグウッド
、アカネの根、カテキュー、セダーおよびアルカンナの根に存在するような、天然に存在
する染料も含んで成ることができる。
【００８２】
　酸化染料先駆物質または直接染料はそれぞれ、均質な化合物を構成する必要はない。む
しろ、個々の染料の製造工程の結果として、付加的成分が本発明の毛髪着色剤に少量で存
在することができ、但し、該成分が着色効果に不利な影響を与えないか、または毒物学的
理由のような他の理由により排除する必要がない。
【００８３】
　本発明の毛髪着色剤および毛染め料に使用しうる染料に関して、下記の文献も特に参照
される：Ch. Zviakによるモノグラフ、The Science of Hair Care、第7章（p.248-250；
直接染料）、および第8章（p.264-267；酸化染料先駆物質）、「Dermatology」シリーズ
（編者：Ch. CulnanおよびH. Maibach）の第7巻として発行、Verlag Marcel Dekker Inc.
, New York, Basle, 1986、ならびに「European Inventory of Cosmetic Raw Materials
」、European Community発行、Bundesverband Deutscher Industrie- und Handelsuntern
ehmen fuer Arzneimittel, Reformwaren und Koerperpflegemittel e.V., Mannheimから
ディスケット形態で入手可能。
【００８４】
　本発明に重要な第二成分として、着色剤は、少なくとも1つの脂肪酸グリセリルエステ
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ルを含有する。本発明に好ましい脂肪酸グリセリルエステルは、いわゆる脂肪酸部分グリ
セリド、特に、モノグリセリド、ジグリセリドおよびそれらの工業銘柄混合物である。工
業銘柄製品を使用する場合、少量のトリグリセリドも、製造の結果として存在しうる。
【００８５】
　従って、好ましい脂肪酸グリセリルエステルは、式（III）の化合物である：
【００８６】
【化１８】

式中、R1、R2およびR3は、互いに独立して、水素、または6～22個、好ましくは12～18個
の炭素原子を有する直鎖または分岐鎖、飽和および/または不飽和アシル基であり、但し
、これらの基の少なくとも1つはアシル基であり、これらの基の少なくとも1つは水素であ
る。（m+n+q）の合計は、0または1～100、好ましくは0または5～25の数値である。特に好
ましいのは、（m+n+q）の合計が0である式（III）の化合物である。特に好ましいのは、R
1がアシル基であり、R2およびR3が水素である式（III）の化合物である。一般的な例は、
アジピン酸、カプロン酸、カプリル酸、2-エチルヘキサン酸、カプリン酸、ラウリン酸、
イソトリデカン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、パルミトレイン酸、ステアリン酸、イ
ソステアリン酸、オレイン酸、エライジン酸、ペトロセリン酸、リノール酸、リノレン酸
、エレオステアリン酸、アラキン酸、ガドレイン酸、ベヘン酸およびエルカ酸に基づくモ
ノ-および/またはジグリセリド、およびそれらの工業銘柄混合物である。ラウリン酸モノ
グリセリド、イソステアリン酸モノグリセリド、ベヘン酸モノグリセリド、リノール酸モ
ノグリセリド、オレイン酸モノグリセリドおよびステアリン酸モノグリセリドを使用する
のが好ましい。オレイン酸モノグリセリドおよびステアリン酸モノグリセリドが、本発明
の特に好ましい脂肪酸グリセリルエステルである。
【００８７】
　脂肪酸グリセリルエステルは、本発明の組成物に、0.1～10wt%、特に0.3～3wt%の量で
存在するのが好ましい。
【００８８】
　第三の必須成分として、本発明の組成物は少なくとも1つの式（I）の特定カチオン界面
活性剤を含有する：
【００８９】
【化１９】

［式中、
　基R1～R4は、互いに独立して、C1～C4アルキル基またはC10～C30アルキル基であり、但
し、基R1～R4の少なくとも1つ、多くて2つはC12～C30アルキル基であるものとし；
　Xは、生理的適合性のアニオンである。］。
【００９０】
　式（I）の定義に含まれる好ましいC1～C4アルキル基は、メチル、エチル、プロピル、
イソプロピルおよびブチル基であり、メチル基が本発明に特に好ましい。
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【００９１】
　式（I）の定義に含まれる好ましいC10～C30アルキル基は、カプリン、セチル、ステア
リル、ベヘニルおよびラウリル基である。本発明によれば、C12～C30アルキル基が特に好
ましい。セチルおよびベヘニル基が本発明に特に好ましい。
【００９２】
　本発明の目的のために、好ましい生理的適合性アニオンXは、無機アニオン、例えば、
ハロゲン化物（塩化物、臭化物、ヨウ化物）アニオン、硫酸アニオンおよびリン酸アニオ
ン、または有機アニオン、例えば、酢酸アニオンおよび乳酸アニオンである。本発明の目
的のための他のアニオンは、メト硫酸塩アニオンである。塩化物アニオンおよび臭化物ア
ニオンが本発明に特に好ましく、塩化物アニオンが本発明に極めて好ましい。
【００９３】
　好ましい式（I）の化合物は、アルキルトリメチルアンモニウムクロリド、ジアルキル
ジメチルアンモニウムクロリド、アルキルトリメチルアンモニウムブロミドおよびジアル
キルジメチルアンモニウムブロミドである。特に好ましい式（I）の化合物は、ジカプリ
ンジメチルアンモニウムクロリド、ラウリルトリメチルアンモニウムクロリド、セチルト
リメチルアンモニウムクロリド、ステアリルトリメチルアンモニウムクロリド、ジステア
リルジメチルアンモニウムクロリド、ジセチルジメチルアンモニウムクロリド、ジラウリ
ルジメチルアンモニウムクロリド、ベヘニルトリメチルアンモニウムクロリドおよびベヘ
ニルトリメチルアンモニウムメトスルフェートである。さらに、前記化合物の混合物、特
に天然混合物、例えば、獣脂脂肪アルコールの誘導体も本発明に好ましい。この点で特に
挙げられる典型的化合物は、ジタロージメチルアンモニウムクロリドおよびモノタロート
リメチルアンモニウムクロリドである。
【００９４】
　式（I）のカチオン界面活性剤は、本発明に使用される組成物中に、全組成物に対して0
.05～10wt%の量で存在するのが好ましい。0.1～5wt%の量が特に好ましい。
【００９５】
　本発明の好ましい態様において、着色剤は、少なくとも1つの完全または部分水素化植
物油も含有する。本発明に好ましい植物油は、例えば、大豆油、ヤシ油、ハシバミ油、パ
ーム核油、ヒマワリ油、亜麻仁油、落花生油、ヒマシ油またはナタネ油である。
　本発明に特に好ましい水素化植物油は、商品名Cutina（登録商標）HR（Cognis）で市販
されている水素化ヒマシ油である。
【００９６】
　本発明の組成物は、完全または部分水素化植物油を、好ましくは0.1～7wt%の量で含有
し、0.4～1.2wt%の量範囲が特に好ましい。
【００９７】
　本発明の他の好ましい態様において、着色剤は、炭酸水素アンモニウムを含有する。
【００９８】
　炭酸水素アンモニウム、（NH4）HCO3（重炭酸アンモニウムとも称される）は、非常に
光沢があり、硬く、無色でほぼ無臭のプリズムの形態で商業的に入手可能である。好まし
い本発明組成物は、組成物の重量に対して、0.1～10wt%、好ましくは0.25～8wt%、特に好
ましくは0.5～5wt%、特に1～3wt%の炭酸水素アンモニウムを含有する。
【００９９】
　本発明の他の好ましい態様において、着色剤は少なくとも1つのシリカを含有する。
【０１００】
　本発明の目的のために、「シリカ」は、一般式（SiO2）m・nH2Oで示される化合物の集
合名である。ハロゲン化ケイ素（例えば、SiCl4）を水と反応させた場合、オルトケイ酸
（一ケイ酸）H4SiO4が主に形成され、これは、高希釈においてのみ、水を連続的かつ分子
間的に除去する。第一縮合生成物として、二ケイ酸（多ケイ酸、H6Si2O7）が生じる。さ
らなる縮合により、環状ケイ酸およびかご状（cage-like）ケイ酸を経て、ほぼ球状の多
ケイ酸が生じる。縮合の形式的最終生成物は、高分子二酸化ケイ素（SiO2）x、ケイ酸の
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無水物である。縮合の間に、連鎖延長、環形成および枝分かれ過程が相互に並行して進み
、これは、多ケイ酸が無秩序構造（非晶質）を有することを意味する。全てのケイ酸にお
いて、Si原子は、相互に不規則に連結した四面体の中心に位置し、その4つの角にO原子が
存在し、該O原子は同時に、隣接する四面体にも属する。
【０１０１】
　シリカは、溶液から（「沈降シリカ」）、または揮発性Si化合物の熱分解（「熱分解法
シリカ」）によって製造できる。製造の範囲に関して、沈降シリカは極めて高い重要性を
有する。沈降シリカは、アルカリ金属ケイ酸塩水溶液から鉱酸を使用した沈殿によって製
造される。該方法において、コロイド状一次粒子が形成され、これが反応の進行と共に凝
集し、最終的に凝集体を生じる。粉末状嵩高形態は、細孔容積2.5～15mL/gおよび比表面
積30～800m2/gを有する。
【０１０２】
　熱分解法シリカは、火炎加水分解によって生成される高分散シリカに使用される用語で
ある。この場合、四塩化ケイ素が、酸水素炎により分解される。熱分解法シリカは、それ
らの実質的に無孔の表面において、沈降シリカよりかなり少ないOH基を有する。合成シリ
カは、シラノール基によって生じる親水性により、化学後処理工程に付される場合が多く
、該工程において、OH基が、例えば有機クロロシランと反応する。これは、改質された、
例えば疎水性の、表面を生じ、該表面はシリカの適用性をかなり広げる。本発明の目的の
ために、沈降シリカまたは熱分解法シリカを使用することができる。使用するのが好まし
いシリカは、比表面積25～1000m2/g、油価（Oelzahlen）30～300g/100g、一次粒度5～500
nm、密度1.9～2.2g/cm3、および乾燥減量7%未満、好ましくは3%未満を有する。本発明に
使用しうる市販製品は、例えば、Aerosil（登録商標）、Cab-O-Sil（登録商標）およびHD
Kの商品名で市販されている。
【０１０３】
　本発明に好ましい組成物は、組成物の重量に対して、0.05～5wt%、好ましくは0.1～3wt
%、特に好ましくは0.15～2wt%、特に0.2～1wt%のシリカを含有することを特徴とする。
【０１０４】
　炭酸水素アンモニウムおよび/またはシリカの使用は、この場合、長期保存期間および
長期適用期間の両方において、着色クリームの一貫して優れた色特性を与える。
【０１０５】
　本発明の他の好ましい態様において、着色剤は、少なくとも1つの非イオン性界面活性
剤も含有する。非イオン性界面活性剤は、例えば、ポリオール基、ポリオアルキレングリ
コールエーテル基、またはポリオール基およびポリグリコールエーテル基の組み合わせを
、親水基として含有する。そのような化合物は、例えば下記の化合物である：
　－　炭素原子8～22個を有する直鎖脂肪アルコール、炭素原子12～22個を有する脂肪酸
、およびアルキル基に炭素原子8～15個を有するアルキルフェノールへの、エチレンオキ
シド2～30molおよび/またはプロピレンオキシド0～5molの付加生成物；
　－　グリセロールへのエチレンオキシド1～30molの付加生成物の、C12～C22脂肪酸モノ
-およびジエステル；
　－　C8～C22アルキルモノ-およびオリゴグリコシド、ならびにそれらのエトキシル化類
似体；および
　－　ヒマシ油および水素化ヒマシ油への、エチレンオキシド5～60molの付加生成物。
【０１０６】
　好ましい非イオン界面活性剤は、一般式R1O-（Z）xのアルキルポリグリコシドである。
これらの化合物は、下記のパラメーターを特徴とする。
【０１０７】
　アルキル基R1は、炭素原子6～22個を有し、直鎖または分岐鎖であってよい。直鎖であ
るか、または2位でメチル分岐した第一級脂肪族基が好ましい。そのようなアルキル基は
、例えば、1-オクチル、1-デシル、1-ラウリル、1-ミリスチル、1-セチルおよび1-ステア
リルである。特に好ましいのは、1-オクチル、1-デシル、1-ラウリル、1-ミリスチルであ
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る。いわゆる「オキソアルコール」を出発物質として使用した場合、アルキル基に奇数個
の炭素原子を有する化合物が優勢である。
【０１０８】
　本発明に使用しうるアルキルポリグリコシドは、例えば、唯1つの特定のアルキル基R1

を有することができる。しかし、一般に、これらの化合物は、天然油脂または鉱油から出
発して生成できる。この場合、存在するアルキル基Rは、出発化合物に対応する、かつ/ま
たはこれらの化合物の特定のワークアップに対応する混合物である。
【０１０９】
　R1が下記から成るアルキルポリグリコシドが特に好ましい：
　－　本質的にC8-およびC10-アルキル基；
　－　本質的にC12-およびC14-アルキル基；
　－　本質的にC8-～C16-アルキル基；または
　－　本質的にC12-～C16-アルキル基。
【０１１０】
　使用しうる糖構成単位Zは、単糖またはオリゴ糖である。一般に、炭素原子5または6個
を有する糖、および対応するオリゴ糖が使用される。そのような糖は、例えば、グルコー
ス、フルクトース、ガラクトース、アラビノース、リボース、キシロース、リキソース、
アロース、アルトロース、マンノース、グロース、イドース、タロースおよびスクロース
である。好ましい糖構成単位は、グルコース、フルクトース、ガラクトース、アラビノー
スおよびスクロースであり、グルコースが特に好ましい。
【０１１１】
　本発明に使用しうるアルキルポリグリコシドは、平均で1.1～5個の糖単位を有する。1.
1～1.6のx値を有するアルキルポリグリコシドが好ましい。特に好ましいのは、xが1.1～1
.4であるアルキルグリコシドである。
【０１１２】
　アルキルグリコシドは、その界面活性作用に加えて、毛髪における香り成分の固定を向
上させるようにも作用しうる。従って、毛髪処理期間を越えて持続する毛髪における香油
の作用が所望される場合、当業者は、この種の物質を、本発明の調製物の付加的成分とし
て使用するのが好ましい。
【０１１３】
　特定のアルキルポリグリコシドのアルコキシル化同族体も本発明に使用しうる。これら
の同族体は、アルキルグリコシド単位当たり平均で10個までのエチレンオキシド単位およ
び/またはプロピレンオキシド単位を有しうる。
【０１１４】
　本発明に好ましい非イオン性界面活性剤は、炭素原子8～22個を有する直鎖脂肪アルコ
ールへの、エチレンオキシド2～30モルおよび/またはプロピレンオキシド0～5molの付加
生成物である。脂肪アルコールへのエチレンオキシドおよび/またはプロピレンオキシド
の付加生成物またはその付加生成物の誘導体であるこれらの界面活性剤の場合、「通常の
」同族体分布を有する生成物、または狭い同族体分布を有する生成物を使用しうる。この
場合、「通常の」同族体分布は、アルカリ金属、アルカリ金属水酸化物またはアルカリ金
属アルコキシドを触媒として使用して脂肪アルコールとアルキレンオキシドとの反応の間
に得られる同族体の混合物を意味するものと理解される。これに対して、狭い同族体分布
は、例えば、ヒドロタルサイト、エーテルカルボン酸のアルカリ土類金属塩、アルカリ土
類金属の酸化物、水酸化物またはアルコキシドを触媒として使用した場合に得られる。狭
い同族体分布を有する生成物の使用が好ましい。特定の化合物/市販製品のリストを本明
細書に含みうるか。
【０１１５】
　本発明によれば、直鎖脂肪アルコールへのエチレンオキシドの2種の異なる付加生成物
を使用するのが特に好ましいことが分かった。このようにして、エマルジョンの安定性お
よび均質性をさらに向上させることができる。
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【０１１６】
　従って、第一の好ましい態様の範囲において、多くて14個の炭素原子の鎖長を有する直
鎖脂肪アルコールへのエチレンオキシドの少なくとも1つの付加生成物、および少なくと
も15個の炭素原子の鎖長を有する直鎖脂肪アルコールへのエチレンオキシドの少なくとも
1つの付加生成物を使用する。炭素原子10～14個の鎖長を有する直鎖脂肪アルコールへの
エチレンオキシドの付加生成物と、炭素原子15～22個の鎖長を有する直鎖脂肪アルコール
へのエチレンオキシドの付加生成物との組み合わせが、本発明に特に好ましい。
【０１１７】
　他の好ましい態様において、多くて25EO単位の平均エトキシル化度を有する直鎖脂肪ア
ルコールへのエチレンオキシドの少なくとも1つの付加生成物、および少なくとも28EO単
位の平均エトキシル化度を有する直鎖脂肪アルコールへのエチレンオキシドの少なくとも
1つの付加生成物を使用する。18～25EO単位の平均エトキシル化度を有する直鎖脂肪アル
コールへのエチレンオキシドの付加生成物と、28～35EO単位の平均エトキシル化度を有す
る直鎖脂肪アルコールへのエチレンオキシドの付加生成物との組み合わせも、本発明に特
に好ましい。
【０１１８】
　ラウレス-23およびセテアレス-30の組み合わせが、本発明に特に好ましいことが分かっ
た。
【０１１９】
　非イオン性界面活性剤は、即用組成物に対して、0.05～5.0wt%、特に0.1～2.0wt%の量
で使用するのが好ましい。
【０１２０】
　本発明の好ましい態様において、着色剤の作用を、脂肪物質（D）によってさらに増す
ことができる。本発明によれば、脂肪物質は、固体状、または水性分散系において液状で
存在しうる脂肪酸、脂肪アルコール、天然および合成蝋、ならびに天然および合成美容油
成分を意味するものと理解される。
【０１２１】
　使用しうる脂肪酸（D1）は、炭素原子6～30個を有する直鎖および/または分岐鎖、飽和
および/または不飽和脂肪酸である。好ましいのは、炭素原子10～22個を有する脂肪酸で
ある。これらの中で特に挙げられる例は、イソステアリン酸、例えば、市販製品Emersol
（登録商標）871およびEmersol（登録商標）875、およびイソパルミチン酸、例えば、市
販製品Edenor（登録商標）IP 95、ならびに商品名Edenor（登録商標）（Cognis）で市販
されている全ての他の脂肪酸である。そのような脂肪酸の他の一般的な例は、カプロン酸
、カプリル酸、2-エチルヘキサン酸、カプリン酸、ラウリン酸、イソトリデカン酸、ミリ
スチン酸、パルミチン酸、パルミトレイン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、オレイ
ン酸、エライジン酸、ペトロセリン酸、リノール酸、リノレン酸、エレオステアリン酸、
アラキン酸、ガドレイン酸、ベヘン酸およびエルカ酸、ならびにそれらの工業銘柄混合物
であって、該混合物は、例えば、天然油脂の加圧開裂の間、Roelenオキソ合成からのアル
デヒドの酸化または不飽和脂肪酸の二量化の間に生成される。特に好ましいのは一般にヤ
シ油またはパーム油から得られる脂肪酸カットであり、特に好ましいのは一般にステアリ
ン酸の使用である。
【０１２２】
　本発明における使用量は、全組成物に対して0.1～15wt%である。好ましくは、その量は
0.5～10wt%であり、1～5wt%の量が特に好都合である。
【０１２３】
　使用しうる脂肪アルコール（D2）は、C6～C30、好ましくはC10～C30、特に好ましくはC

12～C22の炭素原子を有する飽和、モノ不飽和または多不飽和、分岐鎖または非分岐鎖脂
肪アルコールである。本発明の目的のために、例えば、下記の脂肪アルコールを使用しう
る：デカノール、オクタノール、オクテノール、ドデカノール、デセノール、オクタジエ
ノール、ドデカジエノール、デカジエノール、オレイルアルコール、エルカアルコール、
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リシノールアルコール、ステアリルアルコール、イソステアリルアルコール、セチルアル
コール、ラウリルアルコール、ミリスチルアルコール、アラキジルアルコール、カプリル
アルコール、カプリンアルコール、リノレイルアルコール、リノレニルアルコールおよび
ベヘニルアルコール、ならびにそれらのゲルベアルコール（ここに列記したものは例示す
るものであって、限定するものではない）。しかし、脂肪アルコールは好ましくは天然脂
肪酸に由来し、その場合、出発点は、一般に、還元による脂肪酸エステルからの分離であ
る。本発明によれば、天然トリグリセリド、例えば、牛脂、パーム油、落花生油、ナタネ
油、綿実油、大豆油、ヒマワリ油および亜麻仁油を還元することによって生成される、ま
たは対応するアルコールとのトランスエステル生成物から形成される脂肪酸エステルから
生成される、それによって種々の脂肪アルコールの混合物を構成する脂肪アルコールカッ
トを使用することもできる。そのような物質は、例えば下記の商品名で商業的に入手可能
である：Stenol（登録商標）、例えばStenol（登録商標）1618、Lanette（登録商標）、
例えばLanette（登録商標）O、Lorol（登録商標）、例えば、Lorol（登録商標）C8、Loro
l（登録商標）C14、Lorol（登録商標）C18、Lorol（登録商標）C8-18、HD-Ocenol（登録
商標）、Crodacol（登録商標）、例えばCrodacol（登録商標）CS、Novol（登録商標）、E
utanol（登録商標）G、Guerbitol（登録商標）16、Guerbitol（登録商標）18、Guerbitol
（登録商標）20、Isofol（登録商標）12、Isofol（登録商標）16、Isofol（登録商標）24
、Isofol（登録商標）36、Isocarb（登録商標）12、Isocarb（登録商標）16またはIsocar
b（登録商標）24。本発明によれば、例えばCorona（登録商標）、White Swan（登録商標
）、Coronet（登録商標）またはFluilan（登録商標）の商品名で商業的に入手可能な羊毛
蝋アルコールも当然使用することができる。
【０１２４】
　脂肪アルコール（D2）は、全調製物に対して、0.1～30wt%の量、好ましくは0.1～20wt%
の量で使用される。
【０１２５】
　本発明によれば、使用しうる天然または合成蝋（D3）は、固形パラフィンまたはイソパ
ラフィン、カルナウバ蝋、蜜蝋、カンデリラ蝋、オゾケライト、セレシン、鯨蝋、ヒマワ
リ蝋、果実蝋、例えばリンゴ蝋またはカンキツ蝋、PEまたはPPのマイクロワックスである
。そのような蝋は、例えばKahl & Co., Trittauから得られる。
【０１２６】
　蝋（D3）の使用量は、全組成物に対して、0.1～50wt%、好ましくは0.1～20wt%、特に好
ましくは0.1～15wt%である。
【０１２７】
　本発明の着色剤の効果を増加しうる天然および合成美容油体（D4）は、例えば、下記の
物質である：
　－　植物油。その例は、ヒマワリ油、オリーブ油、大豆油、ナタネ油、扁桃油、ホホバ
油、オレンジ油、麦芽油、桃仁油、およびヤシ油の液体画分である。しかし、他のトリグ
リセリド油、例えば、牛脂の液体画分、および合成トリグリセリド油も好適である。
　－　液体パラフィン油、イソパラフィン油および合成炭化水素、ならびに合計12～36個
、特に12～24個の炭素原子を有するジ-n-アルキルエーテル、例えば、ジ-n-オクチルエー
テル、ジ-n-デシルエーテル、ジ-n-ノニルエーテル、ジ-n-ウンデシルエーテル、ジ-n-ド
デシルエーテル、n-ヘキシルn-オクチルエーテル、n-オクチルn-デシルエーテル、n-デシ
ルn-ウンデシルエーテル、n-ウンデシルn-ドデシルエーテルおよびn-ヘキシルn-ウンデシ
ルエーテル、およびジ-tert-ブチルエーテル、ジイソペンチルエーテル、ジ-3-エチルデ
シルエーテル、tert-ブチルn-オクチルエーテル、イソペンチルn-オクチルエーテルおよ
び2-メチルペンチルn-オクチルエーテル。市販製品として入手可能な化合物1,3-ジ（2-エ
チルヘキシル）シクロヘキサン（Cetiol（登録商標）S）およびジ-n-オクチルエーテル（
Cetiol（登録商標）OE）が好ましい。
　－　エステル油。エステル油は、C6～C30脂肪酸とC2～C30脂肪アルコールとのエステル
を意味するものと理解される。好ましいのは、該脂肪酸と、2～24個の炭素原子を有する
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アルコールとのモノエステルである。エスエルに使用される脂肪酸成分の例は、カプロン
酸、カプリル酸、2-エチルヘキサン酸、カプリン酸、ラウリン酸、イソトリデカン酸、ミ
リスチン酸、パルミチン酸、パルミトレイン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸、オレ
イン酸、エライジン酸、ペトロセリン酸、リノール酸、リノレン酸、エレオステアリン酸
、アラキン酸、ガドレイン酸、ベヘン酸およびエルカ酸、ならびにそれらの工業銘柄混合
物であって、該混合物は、例えば、天然油脂の加圧開裂の間、Roelenオキソ合成からのア
ルデヒドの酸化または不飽和脂肪酸の二量化の間に生成される。エステル油における脂肪
アルコール成分の例は、イソプロピルアルコール、カプロンアルコール、カプリルアルコ
ール、2-エチルヘキシルアルコール、カプリンアルコール、ラウリルアルコール、イソト
リデシルアルコール、ミリスチルアルコール、セチルアルコール、パルモレイルアルコー
ル、ステアリルアルコール、イソステアリルアルコール、オレイルアルコール、エライジ
ルアルコール、ペトロセリニルアルコール、リノレイルアルコール、リノレニルアルコー
ル、エレオステアリルアルコール、アラキジルアルコール、ガドレイルアルコール、ベヘ
ニルアルコール、エルシルアルコールおよびブラシジルアルコール、ならびにそれらの工
業銘柄混合物であって、該混合物は、例えば、油脂に基づく工業銘柄メチルエステルまた
はRoelenオキソ合成からのアルデヒドの高圧水素化の間に、および不飽和脂肪アルコール
の二量化の間のモノマー画分として、生成される。本発明によれば、特に好ましいのは、
下記の化合物である：ミリスチン酸イソプロピル（Rilanit（登録商標）IPM）、イソノナ
ン酸C16-18-アルキルエステル（Cetiol（登録商標）SN）、パルミチン酸2-エチルヘキシ
ル（Cegesoft（登録商標）24）、ステアリン酸2-エチルヘキシル（Cetiol（登録商標）86
8）、オレイン酸セチル、トリカプリン酸グリセロール、カプリン酸／カプロン酸ヤシ脂
肪アルコール（Cetiol（登録商標）LC）、ステアリン酸n-ブチル、エルカ酸オレイル（Ce
tiol（登録商標）J 600）、パルミチン酸イソプロピル（Rilanit（登録商標）IPP）、オ
レイン酸オレイル（Cetiol（登録商標））、ラウリン酸ヘキシル（Cetiol（登録商標）A
）、アジピン酸ジ-n-ブチル（Cetiol（登録商標）B）、ミリスチン酸ミリスチル（Cetiol
（登録商標）MM）、イソノナン酸セテアリル（Cetiol（登録商標）SN）、オレイン酸デシ
ル（Cetiol（登録商標）V）。
　－　ジカルボン酸エステル、例えば、アジピン酸ジ-n-ブチル、アジピン酸ジ（2-エチ
ルヘキシル）、コハク酸ジ（2-エチルヘキシル）およびジ酢酸イソトリデシル、ならびに
ジオールエステル、例えば、ジオレイン酸エチレングリコール、ジイソトリデカン酸エチ
レングリコール、ジ（ヘキサン酸2-エチル）プロピレングリコール、イソステアリン酸プ
ロピレングリコールジ、ジペラルゴン酸プロピレングリコール、ジイソステアリン酸ブタ
ンジオール、ジカプロン酸ネオペンチルグリコール。
　－　例えばDE-A 19756454に開示されている、炭酸と脂肪アルコールとの対称、非対称
または環状エステル、炭酸グリセロールまたは炭酸ジカプリリル（Cetiol（登録商標）CC
）。
　－　飽和および/または不飽和、直鎖および/または分岐鎖脂肪酸と、グリセロールとの
三脂肪酸エステル。
【０１２８】
　本発明に使用される組成物における、天然および合成化粧油体の使用量は、全組成物に
対して、一般に0.1～30wt%、好ましくは0.1～20wt%、特に0.1～15wt%である。
【０１２９】
　本発明によれば、特に好ましいのは、少なくとも1つの脂肪アルコール（D2）を含有す
る着色剤である。さらに、少なくとも1つのエステル油を含有する着色剤も好都合である
ことが分かった。特に好ましいのは、少なくとも1つの脂肪アルコール（D2）および少な
くとも1つのエステル油の両方を含有する着色剤であると考えられる。
【０１３０】
　本発明の組成物における油脂成分の総量は、全組成物に対して、一般に0.5～75wt%であ
る。0.5～35wt%の量が本発明に好ましい。
【０１３１】
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　着色剤が少ない脂肪分（20wt%未満）を有することが、本発明に特に好ましいことが分
かった。さらに、鉱物および/または動物に基づく原材料を使用せずに着色剤を配合する
ことも、本発明に特に好ましいと考えられる。
【０１３２】
　本発明の他の態様において、着色剤が少なくとも1つの溶媒も含んで成ることが好まし
いと考えられる。先行技術のいくつかの着色基剤は、溶媒の添加に過敏に反応するが、本
発明のクリーム基剤は、優れた溶媒相溶性を特徴とする。本発明に好ましい溶媒は、例え
ば、エタノール、イソプロパノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、ベン
ジルアルコール、メトキシブタノール、エチルジグリコール、グリセロールおよびジエチ
レングリコールである。特に好ましい溶媒は、プロピレングリコール、ベンジルアルコー
ル、メトキシブタノールおよびエチルジグリコールである。
【０１３３】
　本発明の着色剤は、溶媒を、好ましくは0.1～15wt%、特に2～10wt%の量で含有する。
【０１３４】
　特に、大気中の酸素または過酸化水素のような他の酸化剤を使用して着色が酸化的に起
こる場合に、本発明の着色剤は、一般に弱酸性～アルカリ性、即ちpH値約5～11に調整さ
れる。この目的のために、着色剤は、アルカリ化剤、一般に、アルカリ金属またはアルカ
リ土類金属水酸化物、アンモニアまたは有機アミンを含有する。好ましいアルカリ化剤は
、モノエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、2-アミノ-2-メチルプロパノー
ル、2-アミノ-2-メチル-1,3-プロパンジオール、2-アミノ-2-エチル-1,3-プロパンジオー
ル、2-アミノ-2-メチルブタノールおよびトリエタノールアミン、ならびにアルカリ金属
およびアルカリ土類金属水酸化物である。この群の中で、特に、モノエタノールアミン、
トリエタノールアミンおよび2-アミノ-2-メチルプロパノールおよび2-アミノ-2-メチル-1
,3-プロパンジオールが好ましい。ω-アミノ酸、例えばω-アミノカプロン酸を、アルカ
リ化剤として使用することもできる。アンモニアは特に好ましいアルカリ化剤である。
【０１３５】
　特定のpHにするために、緩衝系、例えば、リン酸水素二アンモニウム／炭酸カリウム、
も、安定性の問題を生じることなく本発明のクリーム基剤に組み込むことができる。
【０１３６】
　本発明の着色剤は、そのような調製物について既知のあらゆる活性成分、添加剤および
助剤も含有しうる。多くの場合、着色剤は、少なくとも1つのアニオン、両性イオン、カ
チオンおよび/または両性界面活性剤も含有する。
【０１３７】
　本発明の調製物に好適なアニオン界面活性剤は、人体に使用するのに好適なあらゆるア
ニオン界面活性物質である。これらは、水溶性アニオン基、例えば、カルボン酸、硫酸、
スルホン酸またはリン酸基、および炭素原子約10～22個を有する親油性アルキル基を特徴
とする。さらに、グリコールまたはポリグリコールエーテル基、エステル、エーテルおよ
びアミド基、ならびにヒドロキシル基も、分子中に存在しうる。好適なアニオン界面活性
剤の例は、それぞれの場合に、ナトリウム、カリウムおよびアンモニウム塩の形態、なら
びにアルカノール基に2または3個の炭素原子を有するモノ-、ジ-およびトリアルカノール
アンモニウム塩である；
　－　炭素原子10～22個を有する直鎖脂肪酸（石鹸）：
　－　式R-O-（CH2-CH2O）x-CH2-COOHのエーテルカルボン酸［式中、Rは炭素原子10～22
個を有する直鎖アルキル基であり、ｘは0または1～16である。］；
　－　アシル基に10～18個の炭素原子を有するアシルサルコシド；
　－　アシル基に10～18個の炭素原子を有するアシルタウリド；
　－　アシル基に10～18個の炭素原子を有するアシルイセチオネート；
　－　アルキル基に8～18個の炭素原子を有するスルホコハク酸モノ-およびジアルキルエ
ステル、およびアルキル基に8～18個の炭素原子を有し、オキシエチル基1～6個を有する
スルホコハク酸モノアルキルポリオキシエチルエステル；
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　－　炭素原子12～18個を有する直鎖アルカンスルホネート；
　－　炭素原子12～18個を有する直鎖α-オレフィンスルホネート；
　－　炭素原子12～18個を有する脂肪酸の、α-スルホ脂肪酸メチルエステル；
　－　式R-O（CH2-CH2O）x-SO3Hのアルキルスルフェートおよびアルキルポリグリコール
エーテルスルフェート［式中、Rは、好ましくは、炭素原子10～18個を有する直鎖アルキ
ル基であり、ｘは0または1～12である。］；
　－　DE-A-3725030による界面活性ヒドロキシスルホネートの混合物；
　－　DE-A-3723354におけるような、硫酸化ヒドロキシアルキルポリエチレンおよび/ま
たはヒドロキシアルキレンプロピレングリコールエーテル；
　－　DE-A-3926344におけるような、炭素原子12～24個および二重結合1～6個を有する不
飽和脂肪酸のスルホネート；
　－　酒石酸およびクエン酸と、アルコール（炭素原子8～22個を有する脂肪アルコール
への約2～15分子のエチレンオキシドおよび/またはプロピレンオキシドの付加生成物）と
のエステル。
【０１３８】
　好ましいアニオン界面活性剤は、アルキル基に10～18個の炭素原子を有し、分子中に12
個までのグリコールエーテル基を有する、アルキルスルフェート、アルキルポリグリコー
ルエーテルスルフェートおよびエーテルカルボン酸、特に、飽和、特に不飽和C8～C22カ
ルボン酸、例えば、オレイン酸、ステアリン酸、イソステアリン酸およびパルミチン酸の
塩である。
【０１３９】
　両性界面活性剤も、補助界面活性剤として特に好適である。両性界面活性剤は、C8～C1
8アルキルまたはアシル基の他に、少なくとも1個の遊離アミノ基および少なくとも1個の-
COOHまたは-SO3H基を分子中に有し、分子内塩を形成しうる界面活性化合物を意味するも
のと理解される。好適な両性界面活性剤の例は、N-アルキルグリシン、N-アルキルプロピ
オン酸、N-アルキルアミノ酪酸、N-アルキルイミノジプロピオン酸、N-ヒドロキシエチル
-N-アルキルアミドプロピルグリシン、N-アルキルタウリン、N-アルキルサルコシン、2-
アルキルアミノプロピオン酸およびアルキルアミノ酢酸であり、これらはそれぞれ、アル
キル基に約8～18個の炭素原子を有する。特に好ましい両性界面活性剤は、N-ココアルキ
ルアミノプロピオネート、ココアシルアミノエチルアミノプロピオネートおよびC12~18ア
シルサルコシンである。
【０１４０】
　本発明に使用されるカチオン界面活性剤は、特に、第四アンモニウム化合物型、エステ
ルクォート型およびアミドアミン型である。
【０１４１】
　好ましい第四アンモニウム化合物は、例えば、INCI名Quaternium-27およびQuaternium-
83で既知のイミダゾリウム化合物である。
【０１４２】
　エステルクォートは、少なくとも1個のエステル官能基および少なくとも1個の第四アン
モニウム基の両方を、構成成分として含有する既知の物質である。好ましいエステルクォ
ートは、脂肪酸とトリエタノールアミンとの四級化エステル塩、脂肪酸とジエタノールア
ルキルアミンとの四級化エステル塩、および脂肪酸と1,2-ヒドロキシプロピルジアルキル
アミンとの四級化エステル塩である。そのような製品は、例えば、商品名Stepantex（登
録商標）、Dehyquart（登録商標）およびArmocare（登録商標）で市販されている。製品A
rmocare（登録商標）VGH-70、N,N-ビス（2-パルミトイルオキシエチル）ジメチルアンモ
ニウムクロリド、ならびにDehyquart（登録商標）F-75およびDehyquart（登録商標）AU-3
5は、そのようなエステルクォートの例である。
【０１４３】
　アルキルアミドアミンは、天然または合成脂肪酸および脂肪酸カットのジアルキルアミ
ノアミンでのアミド化によって一般に製造される。本発明に特に好適な、この物質群から
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の化合物は、商品名Tegoamido（登録商標）S 18で市販されているステアラミドプロピル
ジメチルアミンである。
【０１４４】
　本発明に使用できる他のカチオン界面活性剤は、四級化タンパク質加水分解物である。
【０１４５】
　本発明に好適な他のカチオン界面活性剤は、INCI名Linoleamidopropyl PG-Dimonium Ch
loride Phosphate（リノールアミドプロピルPG-ジモニウムクロリドリン酸塩）, Cocamid
opropyl PG-Dimonium Chloride Phosphate（コカミドプロピルPG-ジモニウムクロリドリ
ン酸塩）およびStearamidopropyl PG-Dimonium Chloride Phosphate（ステアラミドピロ
ピルPG-ジモニウムクロリドリン酸塩）で既知の物質である。これらは、例えば、商品名P
hospholipid EFA（登録商標）、Phospholipid PTC（登録商標）およびPhospholipid SV（
登録商標）で、Monaによって市販されている。
【０１４６】
　下記の市販製品のようなカチオンシリコーン油も本発明に好適である：Q2-7224（製造
会社：Dow Corning；安定化トリメチルシリルアモジメチコーン）、Dow Corning 929エマ
ルジョン（アモジメチコーンとも称されるヒドロキシルアミノ改質シリコーンを含有する
）、SM-2059（製造会社：General Electric）、SLM-55067（製造会社：Wacker）ならびに
Abil（登録商標）-Quat 3270および3272（製造会社：Th. Goldschmidt；ジ第四ポリジメ
チルシロキサン、Quaternium-80）。
【０１４７】
　カチオン界面活性剤として使用しうる第四糖誘導体の1つの例は、市販製品Glucquat（
登録商標）100、INCI名「Lauryl Methyl Gluceth-10 Hydroxypropyl Dimonium Chloride
（ラウリルメチルグルセス-10ヒドロキシプロピルジモニウムクロリド）」である。
【０１４８】
　界面活性剤として使用されるアルキル基を有する化合物は、それぞれ個々の物質であっ
てよい。しかし、これらの物質を製造する際に、天然植物性または動物性原材料から出発
し、その結果、特定の原材料に基づいて種々のアルキル鎖長を有する物質の混合物を得る
のが一般に好ましい。
【０１４９】
　脂肪アルコールへのエチレンオキシドおよび/またはプロピレンオキシドの付加生成物
、またはこれらの付加生成物の誘導体であり、かつ使用されうる界面活性剤は、「通常の
」同族体分布を有する生成物、または狭い同族体分布を有する生成物である。この場合、
「通常の」同族体分布は、アルカリ金属、アルカリ金属水酸化物またはアルカリ金属アル
コキシドを触媒として使用して脂肪アルコールとアルキレンオキシドとを反応させた場合
に得られる同族体の混合物を意味するものと理解される。これに対して、狭い同族体分布
は、例えば、ヒドロタルサイト、エーテルカルボン酸のアルカリ土類金属塩、アルカリ土
類金属の酸化物、水酸化物またはアルコキシドを触媒として使用した場合に得られる。狭
い同族体分布を有する生成物の使用が好ましい。
【０１５０】
　しかし、本発明によれば、着色剤が、アニオン、両性イオンおよび/または両性界面活
性剤を含有しないことが特に好都合であることが分かった。
【０１５１】
　さらに、本発明の着色剤は、下記のような付加的な活性成分、助剤および添加剤を含有
しうる：
　－　非イオンポリマー、例えば、ビニルピロリドン／ビニルアクリレートコポリマー、
ポリビニルピロリドンおよびビニルピロリドン／ビニルアセテートコポリマーおよびポリ
シロキサン；
　－　カチオンポリマー、例えば、四級化セルロースエーテル、第四級基を有するポリシ
ロキサン、ジメチルジアリルアンモニウムクロリドポリマー、アクリルアミド／ジメチル
ジアリルアンモニウムクロリドコポリマー、ジエチルスルフェートで四級化されたジメチ
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ルアミノエチルメタクリレート／ビニルピロリドンコポリマー、ビニルピロリドン／イミ
ダゾリニウムメトクロリドコポリマーおよび四級化ポリビニルアルコール；
　－　両性イオンおよび両性ポリマー、例えば、アクリルアミドプロピルトリメチルアン
モニウムクロリド／アクリレートコポリマーおよびオクチルアクリルアミド／メチルメタ
クリレート／tert-ブチルアミノエチルメタクリレート／2-ヒドロキシプロピルメタクリ
レートコポリマー；
　－　アニオンポリマー、例えば、ポリアクリル酸、架橋ポリアクリル酸、ビニルアセテ
ート／クロトン酸コポリマー、ビニルピロリドン／ビニルアクリレートコポリマー、ビニ
ルアセテート／ブチルマレエート／イソボルニルアクリレートコポリマー、メチルビニル
エーテル／無水マレイン酸コポリマーおよびアクリル酸／エチルアクリレート／N-tert-
ブチルアクリルアミドターポリマー；
　－　増粘剤、例えば、寒天、グアールガム、アルギン酸塩、キサンタンガム、アラビア
ゴム、カラヤゴム、イナゴマメフラワー、アマニゴム、デキストラン、セルロース誘導体
、例えば、メチルセルロース、ヒドロキシアルキルセルロースおよびカルボキシメチルセ
ルロース、デンプン画分および誘導体、例えば、アミラーゼ、アミロペクチンおよびデキ
ストリン、クレー、例えばベントナイト、または完全合成親水性コロイド、例えばポリビ
ニルアルコール；
　－　構造剤（structurants）、例えばマレイン酸および乳酸；
　－　ヘアコンディショニング化合物、例えば、リン脂質、例えば、大豆レシチン、卵レ
シチンおよびセファリン；
　－　タンパク質加水分解物、特に、エラスチン、コラーゲン、ケラチン、乳タンパク質
、大豆タンパク質および小麦タンパク質加水分解物、それらと脂肪酸との縮合生成物、お
よび四級化タンパク質加水分解物；
　－　香油、ジメチルイソソルビドおよびシクロデキストリン；
　－　繊維構造を向上させる活性成分、特に、単糖、二糖およびオリゴ糖、例えば、グル
コース、ガラクトース、フルクトース、果糖およびラクトース；
　－　四級化アミン、例えば、メチル-1-アルキルアミドエチル-2-アルキルイミダゾリウ
ムメトスルフェート；
　－　消泡剤、例えば、シリコーン；
　－　組成物着色用の染料；
　－　フケ防止活性成分、例えば、ピロクトンオラミン、亜鉛オマジンおよびクリムバゾ
ール；
　－　光防護剤、特に、誘導体化ベンゾフェノン、桂皮酸誘導体およびトリアジン；
　－　pH調整物質、例えば、一般的な酸、特に食用酸および塩基；
　－　活性成分、例えば、アラントイン、ピロリドンカルボン酸およびその塩、ならびに
ビサボロール；
　－　ビタミン、プロビタミンおよびビタミン先駆物質、特に、A、B3、B5、B6、C、E、F
およびH群のビタミン；
　－　植物抽出物、例えば、下記の植物の抽出物：緑茶、オーク樹皮、イラクサ、ハマメ
リス、ホップ、カモミール、ゴボウ、トクサ、サンザシ、ライムの花、アーモンド、アロ
エ・ベラ、トウヒ針葉、ローストチェストナッツ（roast chestnut）、ビャクダン、トシ
ョウ、ココナツ、マンゴ、アプリコット、レモン、コムギ、キーウィ、メロン、オレンジ
、クレープフルーツ、セージ、ローズマリー、カバ、ゼニアオイ、ハナタネツケバナ、イ
ブキジャコウソウ、ノコギリソウ、タイム、メリッサ、ハリモクシュク、フキタンポポ、
ウスベニタチアオイ、分裂組織、チョウセンニンジンおよびショウガの根；
　－　コレステロール；
　－　コンシステンシー調節剤、例えば、糖エステル、ポリオールエステルまたはポリオ
ールアルキルエーテル；
　－　脂肪および蝋、例えば、鯨蝋、蜜蝋、モンタン蝋およびパラフィン；
　－　脂肪酸アルカノールアミド；
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　－　錯化剤、例えば、EDTA、NTA、β-アラニン二酢酸およびホスホン酸；
　－　膨潤および浸透物質、例えば、グリセロール、プロピレングリコール、モノエチル
エーテル、カーボネート、炭酸水素、グアニジン、尿素、ならびに第一、第二および第三
リン酸塩；
　－　不透明剤、例えば、ラテックス、スチレン／PVPおよびスチレン／アクリルアミド
コポリマー；
　－　真珠光沢剤、例えば、エチレングリコールモノ-およびジステアレート、ならびにP
EG-3ジステアレート；
　－　顔料；
　－　過酸化水素および他の酸化剤用の安定剤；
　－　噴射剤、例えば、プロパン-ブタン混合物、N2O、ジメチルエーテル、CO2および空
気；
　－　酸化防止剤。
【０１５２】
　さらなる任意成分およびこれらの成分の使用量に関して、当業者に既知の関連ハンドブ
ック、例えば、Kh. Schrader, Grundlagen und Rezepturen der Kosmetika [Fundamental
s and formulations of cosmetics], 第2版、Huethig Buch Verlag, Heidelberg, 1989が
特に参照される。
【０１５３】
　本発明は、第二に、
　　　　（A）　少なくとも1つの染料先駆物質および/または直接染料；
　　　　（B）　少なくとも1つの脂肪酸グリセリルエステル；および
　　　　（C）　少なくとも1つの式（I）のカチオン界面活性剤；
【０１５４】
【化２０】

［式中、
　基R1～R4は、互いに独立して、C1～C4アルキル基またはC10～C30アルキル基であり、基
R1～R4の少なくとも1つ、多くて2つはC12～C30アルキル基である。
　Xは、生理的適合性のアニオンである。］
の成分を含んで成る第一調製物：
および、
少なくとも1つの酸化剤を含んで成る第二調製物から成る、ケラチン繊維染色用2成分組成
物を提供する。
【０１５５】
　本発明のこの目的物の好ましい態様において、第二調製物は、少なくとも1つのアニオ
ン界面活性剤または少なくとも1つのカチオン界面活性剤を含んで成る。本発明に好まし
いアニオンまたはカチオン界面活性剤に関して、先の記載を参照しうる。この態様の本発
明の着色剤は、得られる適用調製物の優れた粘性を特徴とする。その粘性は、組成物が、
滴らずに毛髪に容易に分散しうるような性質である。
【０１５６】
　本発明の二成分組成物は、優れた相溶性、製造容易性、および顕著な長期安定性を特徴
とする。
【０１５７】
　実際の着色を酸化過程で行う場合、一般的な酸化剤、例えば、特に、過酸化水素、また
は尿素、メラミンもしくはホウ酸ナトリウムへの過酸化水素の付加生成物を使用すること
ができる。しかし、大気中の酸素を単独酸化剤として使用する酸化が好ましい。しかし、
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特に、ヒト毛髪において着色に加えて淡色効果が所望される場合は、化学酸化剤を使用す
るのが好ましい。好適な酸化剤は、過硫酸塩、亜塩素酸塩、特に、過酸化水素、または尿
素、メラミンおよび硼酸ナトリウムへの過酸化水素の付加生成物である。しかし、本発明
によれば、例えば大気中の酸素によって、染料先駆物質の酸化を活性化する触媒と共に、
酸化着色剤を毛髪に適用することもできる。そのような触媒は、例えば、金属イオン、ヨ
ウ化物、キノンまたはある種の酵素である。
【０１５８】
　好適な金属イオンは、例えば、Zn2+、Cu2+、Fe2+、Fe3+、Mn2+、Mn4+、Li+、Mg2+、Ca2
+およびAl3+である。本発明に特に好適なのは、Zn2+、Cu2+およびMn2+である。金属イオ
ンは、原則的に、任意の生理的適合性塩の形態または錯化合物の形態で使用することがで
きる。これらの金属塩を使用することによって、着色を促進し、かつ、目的とする色ニュ
アンスを与えることができる。
【０１５９】
　好適な酵素は、例えばペルオキシダーゼであり、これは、少量の過酸化水素の作用を顕
著に増加させることができる。大気中の酸素の助けにより酸化染料先駆物質を直接的に酸
化させる（例えばラッカーゼ）か、または少量の過酸化水素をイン・サイチューで生じ、
それによって染料先駆物質の酸化を生体触媒的に活性化する酵素も本発明に好適である。
染料先駆物質の酸化に特に好適な触媒は、例えば下記のような、この目的に特異的な基質
と組み合わせたいわゆる2電子酸化還元酵素である：
　－　ピラノース-オキシダーゼ、および例えばD-グルコースまたはガラクトース；
　－　グルコース-オキシダーゼおよびD-グルコース；
　－　グリセロール-オキシダーゼおよびグリセロール；
　－　ピルベート-オキシダーゼおよびピルビン酸またはその塩；
　－　アルコール-オキシダーゼおよびアルコール（MeOH、EtOH）；
　－　ラクテート-オキシダーゼおよび乳酸およびその塩；
　－　チロシナーゼ-オキシダーゼおよびチロシン；
　－　ウリカーゼおよび尿酸またはその塩；
　－　コリンオキシダーゼおよびコリン；
　－　アミノ酸-オキシダーゼおよびアミノ酸。
【０１６０】
　実酸化着色剤は、酸化剤の調製物と、染料先駆物質含有調製物とを混合することによっ
て、適用のすぐ前に調製するのが好都合である。得られた即用毛髪着色調製物は、pH5～1
4、特に7～12を有するのが好ましい。弱アルカリ性媒質において毛髪着色剤を使用するの
が特に好ましい。適用温度は15～40℃である。5～45分間の接触時間後、濯ぎによって、
着色される毛髪から毛髪着色剤を除去する。高含有量の界面活性剤を含有する担体、例え
ばカラーシャンプーを使用した場合、シャンプーでの後洗浄は必要ない。
【０１６１】
　しかし、特に染めにくい毛髪の場合、染料先駆物質含有調製物を、酸化成分との前混合
なしに、毛髪に適用することもできる。20～30分間の接触時間後、中間濯ぎを任意に行っ
た後に、酸化成分を適用する。さらに10～20分間の接触時間後に、毛髪を濯ぎ、必要であ
れば後洗髪を行う。この態様の場合、染料先駆物質の前適用が毛髪へのより優れた浸透を
もたらす第一変法により、対応する組成物をpH約4～7に調整する。第二変法によれば、空
気酸化が先ず必要とされ、その場合、適用される組成物は、pH7～10を有するのが好まし
い。それに続く促進された後酸化の間に、酸性にされたペルオキシジスルフェート溶液を
酸化剤として使用するのが好ましい。
【０１６２】
　従って、本発明は、第三に、ケラチン繊維を染色する方法を提供し、該方法において、
本発明の組成物の1つを酸化剤調製物と任意に混合し、適用調製物を繊維に適用し、接触
時間後に濯ぎ落とす。
【０１６３】
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　特に好ましいのは、本発明の二成分組成物を混合して適用調製物を得、これを繊維に適
用し、接触時間後に濯ぎ落とすケラチン繊維染色方法である。
【０１６４】
　下記の実施例は、本発明の目的物を例示するものであって、限定するものではない。
【実施例】
【０１６５】
　特に指定しなければ、下記の実施例に使用される量的データは、重量によるパーセント
である。
【０１６６】
実験系列A
　下記の着色剤を調製した：
【０１６７】
【表１】

【０１６８】
　各場合に、本発明の染色クリームA1～A3　10mLを、酸化剤調製物10mLと混合し、得られ
た適用調製物を、水牛の腹部の毛でできた繊維にブラシで適用し、室温で30分間そのまま
放置し、次に、清浄水で充分に濯いだ。ヘアドライヤーで繊維を乾燥させ、比色的に測定
した。下記の着色を得た。
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【０１６９】
【表２】

【０１７０】
実験系列B
【０１７１】
【表３】
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【表４】

【０１７３】



(34) JP 2013-100287 A 2013.5.23

10

20

30

40

【表５】

【０１７４】
　各場合に、本発明の染色クリームB1～B9　10mLを、酸化剤調製物10mLと混合し、得られ
た適用調製物を、水牛の腹部の毛でできた繊維にブラシで適用し、室温で30分間そのまま
放置し、次に、清浄水で充分に濯いだ。ヘアドライヤーで繊維を乾燥させ、比色的に測定
した。下記の着色を得た。
【０１７５】
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【表６】

【０１７６】
　炭酸水素アンモニウムおよび/またはシリカの使用は、色効果（着色）に影響を及ぼさ
ないが、向上した、染色クリームの色性能を生じる。
【手続補正書】
【提出日】平成24年12月12日(2012.12.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（A）　少なくとも1つの染料先駆物質および/または直接染料；
　（B）　少なくとも1つの脂肪酸グリセリルエステル； 
　（C）　少なくとも1つの式（I）のカチオン界面活性剤；および

【化１】

［式中、
　基R1～R4は、互いに独立して、C1～C4アルキル基またはC10～C30アルキル基であり、基
R1～R4の少なくとも1つ、多くて2つはC12～C30アルキル基である。
　Xは、生理的適合性のアニオンである。］
　（D）　シリカおよび/または炭酸水素アンモニウムの少なくとも1つ
を含んで成る第一調製物、並びに少なくとも1つの酸化剤および少なくとも1つのアニオン
またはカチオン界面活性剤を含んで成る第二調製物から成る、ケラチン繊維染色用二成分
組成物であって、
該第一調製物は、アニオン性界面活性剤、双性イオン性界面活性剤および両性界面活性剤
を含有しない、ケラチン繊維染色用二成分組成物。
【請求項２】
　少なくとも1つの顕色剤またはカプラーが、染料先駆物質として第一調製物中に存在す
ることを特徴とする請求項1に記載の組成物。
【請求項３】
　少なくとも1つのインドール誘導体および/またはインドリン誘導体が、染料先駆物質と
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して第一調製物中に存在することを特徴とする請求項1または2に記載の組成物。
【請求項４】
　オレイン酸モノグリセリドおよび/またはステアリン酸モノグリセリドを、脂肪酸グリ
セリルエステルとして第一調製物中に含んで成ることを特徴とする請求項1～3のいずれか
に記載の組成物。
【請求項５】
　式（I）の化合物を、アルキルトリメチルアンモニウムクロリド、ジアルキルジメチル
アンモニウムクロリド、アルキルトリメチルアンモニウムブロミドおよびジアルキルジメ
チルアンモニウムブロミドから選択することを特徴とする請求項1～4のいずれかに記載の
組成物。
【請求項６】
　式（I）の化合物を、ジカプリンジメチルアンモニウムクロリド、ラウリルトリメチル
アンモニウムクロリド、セチルトリメチルアンモニウムクロリド、ステアリルトリメチル
アンモニウムクロリド、ジステアリルジメチルアンモニウムクロリド、ジセチルジメチル
アンモニウムクロリド、ジラウリルジメチルアンモニウムクロリド、ベヘニルトリメチル
アンモニウムクロリドおよびベヘニルトリメチルアンモニウムメトスルフェートから選択
することを特徴とする請求項1～5のいずれかに記載の組成物。
【請求項７】
　少なくとも1つの完全または部分水素化植物油を第一調製物中にさらに含んで成ること
を特徴とする請求項1～6のいずれかに記載の組成物。
【請求項８】
　完全または部分水素化植物油を、大豆油、ヤシ油、ハシバミ油、パーム核油、ヒマワリ
油、亜麻仁油、落花生油、ヒマシ油またはナタネ油から選択することを特徴とする請求項
7に記載の組成物。
【請求項９】
　組成物の重量に対して、0.1～10wt%の炭酸水素アンモニウムを第一調製物中に含んで成
ることを特徴とする請求項1～8のいずれかに記載の組成物。
【請求項１０】
　組成物の重量に対して、0.05～5wt%のシリカを第一調製物中に含んで成ることを特徴と
する請求項1～9のいずれかに記載の組成物。
【請求項１１】
　請求項1～10のいずれかに記載の二成分組成物を混合して、適用組成物を得、これを繊
維に適用し、接触時間後に、濯ぎ落とすことを特徴とするケラチン繊維の染色方法。
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